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Ａ Ｂ Ｃ 点数 点数 点数 点数

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

5 A 5 A 5 A 5 A

２－１
事故・プラントの状況

4.0 a 3.6 a 3.9 a 3.8 a

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

3.8 a 3.7 a 3.8 a 3.8 a

２－３
戦略の進捗状況

3.8 a 3.8 a 3.7 a 3.7 a

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示
システムの使用に
習熟し、情報共有
に活用した

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

3.4 A 3.4 3.9 A 3.9 3.9 A 3.9 3.9 A 3.9

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即
応センターの補助
ができていた

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

3.9 A 3.9 3.8 A 3.8 3.9 A 3.9 3.9 A 3.9

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプ
ラント班に共有さ
れ、情報共有に資
した

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

3.7 A 3.7 3.7 A 3.7 3.3 A 3.3 3.4 A 3.4

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において
必要な際、備付け
資料が活用されて
いた

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

3.7 A 3.7 3.8 A 3.8 3.6 A 3.6 3.6 A 3.6

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

5 A 5 A 5 A 5 A

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回まで
の訓練の課題につ
いて検証できない

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できない

5 A 5 A 5 A 5 A

６

【Ｐ】

難度が高く多様な
シナリオに取り組
んでいた

適度なシナリオで
あり、シナリオの
多様化に努めてい
た

平易なシナリオで
あった

5 A 5 A 5 A 5 A

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づく現場実
動訓練を１回以上
実施（他原子力事
業者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づく現場実
動訓練を１回以上
実施（他原子力事
業者評価者受入れ
なし）

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づかない現
場実動訓練を実施

5 A 5 A 5 A 5 A

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

5 A 5 A 5 A 5 A

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

5 A 5 A 5 A 5 A

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

5 A 5 A 5 A 5 A

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施され
てる

①及び②まで実施
されている

①のみ実施

5 A 5 A 5 A 5 A

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｐ】
【Ｄ】
【Ｐ】
【Ｄ】

届出日 83日 111日 62日 87日

89.1% 89.1% 88.9% 88.9%

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④56%､③11%､②11%､①11%
【良好事例、不足する点】
・SPDSを表示して適時説明できていた。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤27%､④45%､③18%､②9%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは発話の補足等を質問される前から対応し、わかりやす
かった。
・発話情報で不明な点は、リエゾンが簡明簡潔に説明してくれた。
非常に良かったです。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤17%､④50%､③17%､②17%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPの提供はタイムリーで説明も分かりやすかった。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤18%､④45%､③27%､②9%､①0%
【良好事例、不足する点】
・活用する資料の頁数を必ず発話のうえで説明できていた。

区
分

No. 指標
基準 志賀原子力発電所 高浜発電所

11月19日1月21日 9月24日 2月18日
美浜発電所 大飯発電所

11.4 A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る

○プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラ
グがなく、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後の
EALの進展、戦略の全体像等の情報をまとめて説明していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤20%､④53%､③27%､②0%､①0%
・１、２号の情報も重要度に応じて説明するなど、矢継ぎ早の提
供とならない工夫がなされていた。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④80%､③20%､②0%､①0%
・進展予測について、早い段階から情報提供があった。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④73%､③27%､②0%､①0%
・

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る

○プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラ
グがなく、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後の
EALの進展、戦略の全体像等の情報をまとめて説明していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤19%､④50%､③25%､②6%､①0%
・必要な情報は共有されていた。情報量が過多であり、結果的に
ERCが情報を咀嚼できずに意思疎通に支障が出た場面があった。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④63%､③31%､②0%､①0%
・

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④56%､③38%､②0%､①0%
・

11.1 A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る

○プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラ
グがなく、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後の
EALの進展、戦略の全体像等の情報をまとめて説明していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤25%､④50%､③25%､②0%､①0%
・次々に発生するイレギュラーな事象を確実に発話されていて良
かった。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤17%､④50%､③25%､②8%､①0%
・２の矢、３の矢の戦略がもう少し効率良く整理されているとな
お良い。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤17%､④50%､③25%､②8%､①0%

11.3 A

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

３

【Ｄ】

情

報

共

有

の

た

め

の

ツ
ー

ル

等

の

活

用

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④69%､③19%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④60%､③27%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④67%､③20%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ERSSの使い方に工夫があり、わかりやすくなっていた。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤20%､④47%､③33%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは積極的に即応センターの補助をしていたが、発話に遮
られる形となり、結果的にオンサイト統括などへ十分な説明ができ
ていなかった。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤21%､④36%､③43%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは、適切なタイミングでフォローできていた。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④63%､③24%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンが情報を取りに行くのが正しく、また、回答も早く、適
切に即応センターの補助ができていた。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④67%､③27%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④44%､③44%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPも主な３種類に簡潔に情報が記載されていた。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④38%､③56%､②6%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPの更新頻度が若干低かった。ただし、手書き等による情報共有
により、状況の説明はうまく、把握しやすかった。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤12%､④35%､③35%､②18%､①0%
【良好事例、不足する点】
・

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第5報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第16報)
【参考】その他訂正報※訂正報が多い
　▲AL発生連絡　誤記訂正（第4報）
　▲AL発生連絡　ECCS作動状況の訂正（第11報）
　
○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断フロー」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断10:38、確認10:43)
　○15条認定:5分(判断13:26、認定13:31)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後51分,70分間隔(最大)（昼休憩（64分）及びシ
ナリオスキップあり（70分））
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　  7報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   7報
     11:29(第10報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
     11:56(第13報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
     15:10(第18報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
     15:40(第20報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
     16:50(第26報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
　　 17:13(第28報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
     17:22(第29報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
　○その他訂正報
　　▲応急措置の概要　その他の事項の対応の誤記訂正（第12報）
　　▲応急措置の概要　発生事象と対応の概要の脱字訂正（第14報）
　　▲応急措置の概要　発生事象と対応の概要の誤記訂正（第30報）

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第 6報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第12報)
【参考】その他訂正報
　なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断14:13,確認14:18)
　○15条認定:4分(判断14:55,認定14:59)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後36分,36分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   6報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   6報
　14:49(第11報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:10(第14報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:23(第15報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:51(第19報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:55(第20報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:22(第24報)対応の概要､プラント状況､MP

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第 4報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第 6報)
【参考】その他訂正報
　第11報を第13報で訂正。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:4分(判断14:30,確認14:34)
　○15条認定:5分(判断15:02,認定15:07)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後23分,55分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   2報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   2報
　14:53(第 5報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:48(第 9報)対応の概要､プラント状況､MP
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前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社）  ※11/19大飯で実施
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(日本原電)
○模擬記者会見の実施
　・あり  ※11/19大飯でも実施
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり  ※2/18美浜で実施
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社）
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(日本原電)  ※2/18美浜で実施
○模擬記者会見の実施
　・あり  ※2/18美浜でも実施
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ  ※2/18美浜で実施

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第 5報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第 7報)
【参考】その他訂正報
　なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断14:17,確認14:22)
　○15条認定:4分(判断14:47,認定14:51)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後56分,56分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   2報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   2報
　15:13(第10報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:09(第14報)対応の概要､プラント状況､MP

情

報

共

有

・

通

報

情報共有のための情報フロー 前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ
反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

２

【Ｄ】

Ｅ

Ｒ

Ｃ

プ

ラ

ン

ト

班

と

の

情

報

共

有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ
以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共
有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情
報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る

○プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラ
グがなく、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後の
EALの進展、戦略の全体像等の情報をまとめて説明していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④50%､③44%､②0%､①0%
・提供がなされていた。情報も垂れ流すのではなく、まとまりで
発話していた。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④65%､③24%､②6%､①0%
・高浜1u～4u同時発災であったが、各号機の事象進展に対する対
応の見通し等を明確にした上で、「優先プラント」を説明してい
た。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤12%､④53%､③35%､②0%､①0%

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④57%､③43%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④47%､③47%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・

11.6 A

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた
○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○複数号機（2/2基）でAL以上
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
2号機での複数箇所内部火災の発生時において、火災起因により計器が故
障（RCIC流量計）した状況における手順書を柔軟に活用した代替監視及び
火災による厳しい環境条件（現場操作場所がばい煙で充満）における対策
要員の安全確保と事故の拡大防止を両立するための対応戦略を検討させる
シナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(未適合)　AL：1、SE：1、GE：0
　2号機(適合)　  AL：6、SE：6、GE：5

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：-
　○場所　　　：発電所構内のモバイル設備に係るアクセスルート障害
　・気象　　　：-
　○体制　　　：少人数体制、分散体制
　○資機材　　：通報FAXの不具合
　〇計器故障　：RCIC流量計故障
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：要員派遣、プラント情報収集
　○判断分岐　：訓練シミュレータと連動
　○その他　　：汚染傷病者、内部火災

【シナリオ概要】
1号機：地震によるFPC系配管破断によりSFPの水位が低下。サイフォンブ
レイク・消防車による注水を実施。
2号機：地震及び火災起因による残留熱除去機能の喪失、原子炉注水機能
の喪失等により、原災法第10条事象及び同法第15条事象に至った後に炉心
損傷となる原子力災害を想定。最終対応処置は､SR弁補助駆動装置による
SR弁開操作を実施し、可搬型代替低圧注水設備により原子炉への注水。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○複数号機（3/4基）でAL以上
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：全号基(3/3基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
予期せぬ事態（接続用ホースの損傷）の発生を受け、手順書を柔軟に活用
し、代替の手段（他号機の同一資機材の活用）を緊急時対策所に検討さ
せ、現場実働を実施させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(適合)　 AL:3､SE:1､GE:1
　3号機(適合)　 AL:2､SE:1､GE:0
　4号機(適合)　 AL:4､SE:3､GE:3

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　○体制　　　：炉主任（1号機）不在、ﾕﾆｯﾄ指揮者の離脱
　○資機材　　：SG仮設中圧ﾎﾟﾝﾌﾟの可搬ﾎｰｽの損傷
　○計器故障　：SG(B)狭域水位計の故障（指示固着）
　・人為的ミス：－
　・ＯＦＣ対応：－
　○判断分岐　：SGの給水機能喪失と主蒸気管破断における対応判断
　○その他　　：特重ﾌｨﾙﾀﾍﾞﾝﾄ実施に向けた検討

【シナリオ概要】
1号機は、地震（震度5強）により外部電源喪失、1次冷却材の小漏えい発
生。LOCAに進展するが、電源喪失や故障でECCSが動作せず､10条､15条事象
に至る｡恒設代替低圧ﾎﾟﾝﾌﾟによる代替炉心注水を実施｡
3号機は、地震（震度5強）により外部電源喪失。主蒸気管の破断、補助給
水ﾎﾟﾝﾌﾟの故障によりSG水位が低下し、10条事象に至る｡
4号機は､地震（震度5強）により外部電源喪失。DG停止によりSBO。その
後、LOCAに進展するがECCSが動作せず､10条事象､15条事象に至る｡炉心損傷
に至るが、特重代替注水ﾎﾟﾝﾌﾟによる格納容器ｽﾌﾟﾚｲを実施｡

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○全号機(1/1基)でAL以上　※冷却告示除く
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：全号基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
炉心損傷に至る蓋然性が高い状況において、手順書を柔軟に活用し、CV下
部ｷｬﾋﾞﾃｨ直接注水を炉心損傷に至る前から実施する必要性を検討し、ま
た、水素濃度や線量上昇を配慮した現場実働を実施させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　3号機(適合)　  AL:5､SE:4､GE:4

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：炉心損傷後の厳しい環境条件を考慮したｱｸｾｽﾙｰﾄ選定
　・気象　　　：－
　○体制　　　：本部長の遅参（出張のため）、現場調整者の離脱
　○資機材　　：炉心注水系統の構成に必要な設備の損傷を設定
　○計器故障　：CV再循環ｻﾝﾌﾟ水位計、CV内高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ
　・人為的ミス：－
　・ＯＦＣ対応：－
　○判断分岐　：炉心損傷が不可避な状況で炉心損傷後の対応を検討
　○その他　　：複数の汚染傷病者

【シナリオ概要】
3号機についは､地震（震度6弱）時にATWS発生。その後、余震（震度5弱）
やDG故障等でSBO。LOCA発生するが、ECCSが動作せず10条事象、15条事象に
至る。炉心損傷に至るが、恒設代替注水ﾎﾟﾝﾌﾟによる格納容器ｽﾌﾟﾚｲを実施｡

現場実動訓練の実施 現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練として実施
・テーマ　：高圧電源車による給電操作
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(通信障害、電源車移動経路上への障害物、体調不
良者、電源車から軽油の漏洩)
・連携状況：現場、緊急時対策所、即応センター
・他事業者評価：東京電力HD、中部電力、中国電力、日本原電、関西電力

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価者を受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：SG補給用仮設中圧ﾎﾟﾝﾌﾟを用いた代替給水(系統構成等を実動
訓練を実施)
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（系統への接続用ﾎｰｽの損傷）
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：日本原電

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価者を受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：可搬型計測器によるCV再循環ｻﾝﾌﾟ水位（広域）の測定と本部
への報告
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（可搬型計測器による計測不可）
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：日本原電

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価者を受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：可搬型計測器によるSG水位の測定と本部への報告
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（可搬型計測器による計測不可）
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：日本原電

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○全号機(2/2機)でAL以上 ※冷却告示除く。
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：全号基(2/2基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
SG水位（狭域・広域）が監視できない状況（代替監視計器も故障）におい
て、手順書を柔軟に活用し、冷却手段をSGによる冷却から１次系冷却に切
り替える判断等を検討させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分) ※地震･津波等は評価外
　3号機(適合)　 AL:4､SE:2､GE:2
　4号機(適合)　 AL:2､SE:1､GE:0

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　○体制　　　：本部長の離脱
　○資機材　　：炉心注水系統の構成に必要な設備の損傷を設定
　○計器故障　：SG水位計（狭域・広域）の故障
　○人為的ミス：可搬型計測器による監視で誤計測値の報告を想定
　・ＯＦＣ対応：－
　○判断分岐　：他号機の同一資機材を活用した炉心損傷回避を検討
　○その他　　：複数の汚染傷病者

【シナリオ概要】
3号機については､地震（震度6弱）により原子炉自動停止、外部電源喪失、
小LOCA発生。その後、高圧ﾎﾟﾝﾌﾟ故障、DG故障等によるECCS不作動で10条事
象、15条事象に至る。恒設代替低圧注水ﾎﾟﾝﾌﾟによる炉心注水を実施｡
4号機については､地震（震度6弱）により原子炉自動停止、外部電源喪失。
補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟの全台停止し、10条事象に至る。1次系のﾌｨｰﾄﾞｱﾝﾄﾞﾌﾞﾘｰﾄﾞに
よる炉心冷却を実施｡

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③他原子力事業者広報担当等
の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外
部への情報発信

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(中部電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり  ※2/18美浜で実施
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社）  ※11/19大飯で実施
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(日本原電)  ※2/18美浜で実施
○模擬記者会見の実施
　・あり  ※11/19大飯、2/18美浜で実施
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ  ※2/18美浜で実施

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
　・東京電力HD(リモート連携)、中部電力
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・七尾大田火力発電所運動公園（通信確認）
○原子力緊急事態支援組織との連動
　・遠隔操作ロボットの操作訓練（総合訓練で実施）

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・連絡訓練を実施。　※実働訓練は、10/29,30自治体訓練で実施
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・あり　※実働訓練は、10/29,30自治体訓練で実施
○原子力緊急事態支援組織との連動
・連絡訓練を実施。　※実働訓練は、10/29,30自治体訓練で実施

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・連絡訓練を実施。　※実働訓練は、10/29,30自治体訓練で実施
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・あり　※実働訓練は、10/29,30自治体訓練で実施
○原子力緊急事態支援組織との連動
・連絡訓練を実施。　※実働訓練は、10/29,30自治体訓練で実施

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・連絡訓練を実施。　※実働訓練は、10/29,30自治体訓練で実施
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・あり　※実働訓練は、10/29,30自治体訓練で実施
○原子力緊急事態支援組織との連動
・連絡訓練を実施。　※実働訓練は、10/29,30自治体訓練で実施

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動
訓練への視察

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター  ： 1訓練
　・(ＤＶＤ視察)即応センター　: 12訓練、緊急時対策所：13訓練
　・(現場視察)　即応センター　:  1訓練、緊急時対策所： 1訓練
　・(ERC視察)  即応センター　：  1訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ（DVD）
　・東京電力HD、中部電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD）
　・玄海、島根、福島第一、福島第二、浜岡（現地）、東海第二、女川

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察)
  ・（統合原防視察）即応センター：14訓練
　・（DVD視察）即応センター:14訓練、緊急時対策所：2訓練
　・（現場視察）緊急時対策所：2訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり （即応センタ－、緊対所ともに11社）
○ピアレビュー等の受入れ
　・日本原電
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD）
　・東海第二

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察)
  ・（統合原防視察）即応センター：14訓練
　・（DVD視察）即応センター:14訓練、緊急時対策所：2訓練
　・（現場視察）緊急時対策所：2訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり （即応センタ－、緊対所ともに12社）
○ピアレビュー等の受入れ
　・日本原電
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD）
　・志賀

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察)
  ・（統合原防視察）即応センター：14訓練
　・（DVD視察）即応センター:14訓練、緊急時対策所：2訓練
　・（現場視察）緊急時対策所：2訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり （即応センタ－、緊対所ともに12社）
○ピアレビュー等の受入れ
　・日本原電
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・島根

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

①～③が実施されてる

○2件の問題点から2件の課題が抽出されている
○2件の課題に対して原因分析がされている
○2件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

①～③が実施されてる

○2件の問題点から2件の課題が抽出されている
○2件の課題に対して原因分析がされている
○2件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

①～③が実施されてる

○1件の問題点から0件の課題が抽出されている
○1件の課題に対して原因分析がされている
○1件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

①～③が実施されてる

○1件の問題点から1件の課題が抽出されている
○1件の課題に対して原因分析がされている
○1件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている
※上記の他、更なる向上を図るための課題を1件抽出

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

備

考

ＥＲＣプラント班への備え付 対象外 対象外 対象外 対象外

○最大 7分
　○第 5報     4分、　○第 7報     4分、　○第11報     4分
　○第13報     3分、　○第14報     7分

１０条通報に要した時間 ○最大14分
　○第 5報   　8分、○第15報     6分、○第16報   　14分
　○第17報     6分、○第19報     4分、〇第21報      4分
　○第22報    11分、〇第23報     5分、〇第24報      5分
　○第25報    10分、〇第27報     6分

○最大10分
　○第 6報     6分、　○第 9報     5分、　○第12報     5分
　○第17報     5分、　○第18報     4分、　○第21報     7分
　○第22報    10分、　○第23報     7分

○最大17分
　○第 4報     3分、　○第 6報     6分、　○第 8報     5分
　○第11報    17分、　○第12報    15分
　※第11報は、SE通報として17分、GE通報として13分を要した

・高浜：2021年9月見直し
・事業本部：2021年8月見直し

・美浜：2022年1月見直し
・事業本部：2021年8月見直し

シナリオ非提示型訓練の実施 全てのプレーヤに対してシナリオ非提示 全てのプレーヤに対してシナリオ非提示 全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

中期計画の見直し 発電所　：2021年5月21日見直し
原子力部：2021年5月13日見直し

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

・大飯：2021年10月見直し
・事業本部：2021年8月見直し

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

訓練参加率：103％
・訓練参加者：156名、計画人数　：151名

訓練参加率：109％　（ﾌﾟﾚｰﾔｰは100%）
・訓練参加者：87名、計画人数　：80名

訓練参加率：111％　（ﾌﾟﾚｰﾔｰは100%）
・訓練参加者：91名、計画人数　：82名

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

訓練参加率：99%
・訓練参加者：133名、計画人数　：135名

訓練参加率：108%　（ﾌﾟﾚｰﾔｰは100%）
・訓練参加者：113名、計画人数　：105名

訓練参加率：106%　（ﾌﾟﾚｰﾔｰは100%）
・訓練参加者：101名、計画人数　：95名

訓練参加率：108%　（ﾌﾟﾚｰﾔｰは100%）
・訓練参加者：97名、計画人数　：90名

訓練参加率：113％　（ﾌﾟﾚｰﾔｰは100%）
・訓練参加者：95名、計画人数　：84名

評価指標だけで表せない
取組等を記述する。

－ 原子力災害医療訓練のうちオンサイト医療に関する机上演習および通報連絡訓練
を実施
(1) オンサイト医療机上演習：2022年2月15日(火)
(2) オンサイト医療に係る通報連絡訓練：2021年9月24日(金)

原子力災害医療訓練のうちオンサイト医療に関する机上演習および通報連絡訓練
を実施
(1) オンサイト医療机上演習：2022年2月15日(火)
(2) オンサイト医療に係る通報連絡訓練：2022年2月18日(金)

参考

訓練報告書届出日 訓練後経過日数 4月14日

原子力災害医療訓練のうちオンサイト医療に関する机上演習および通報連絡訓練
を実施
(1) オンサイト医療机上演習：2022年2月15日(火)
(2) オンサイト医療に係る通報連絡訓練： 2021年11月19日(金)

合計点数

○指標2,3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5,大変悪い1)の
加重平均(3以上a,2以上b,2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項
目(評価が括弧付き)は合計から外す

71.3 /80点 71.3 /80点

3

71.1 /80点 71.1 /80点

関西電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:19

1月13日 4月21日 2月14日

関西電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:19

関西電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:19

北陸電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:28

他事業者の改善に向けた取り
組みへの協力

3得点率 1 1



評価指標に基づく評価結果(一覧)(実用発電用原子炉) 別添１－１
2/5

Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示
システムの使用に
習熟し、情報共有
に活用した

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即
応センターの補助
ができていた

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプ
ラント班に共有さ
れ、情報共有に資
した

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において
必要な際、備付け
資料が活用されて
いた

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回まで
の訓練の課題につ
いて検証できない

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できない

６

【Ｐ】

難度が高く多様な
シナリオに取り組
んでいた

適度なシナリオで
あり、シナリオの
多様化に努めてい
た

平易なシナリオで
あった

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づく現場実
動訓練を１回以上
実施（他原子力事
業者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づく現場実
動訓練を１回以上
実施（他原子力事
業者評価者受入れ
なし）

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づかない現
場実動訓練を実施

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施され
てる

①及び②まで実施
されている

①のみ実施

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｐ】
【Ｄ】
【Ｐ】
【Ｄ】

届出日

区
分

No. 指標
基準

３

【Ｄ】

情

報

共

有

の

た

め

の

ツ
ー

ル

等

の

活

用

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

情

報

共

有

・

通

報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ

Ｒ

Ｃ

プ

ラ

ン

ト

班

と

の

情

報

共

有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ
以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共
有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情
報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

シナリオの多様化・難度

現場実動訓練の実施

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③他原子力事業者広報担当等
の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外
部への情報発信

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動
訓練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

備

考

ＥＲＣプラント班への備え付

１０条通報に要した時間

シナリオ非提示型訓練の実施

中期計画の見直し

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

評価指標だけで表せない
取組等を記述する。

参考

訓練報告書届出日 訓練後経過日数

合計点数

○指標2,3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5,大変悪い1)の
加重平均(3以上a,2以上b,2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項
目(評価が括弧付き)は合計から外す

他事業者の改善に向けた取り
組みへの協力

得点率

点数 点数 点数 点数

5 A 5 A 5 A 5 A

3.4 a 3.4 a 3.3 a

3.3 a 3.3 a 3.2 a

3.4 a 3.4 a 3.2 a

3.6 A 3.6 3.3 A 3.3 3.2 A 3.2

3.3 A 3.3 3.9 A 3.9 3.5 A 3.5

3.3 A 3.3 3.1 A 3.1 3.1 A 3.1

3.5 A 3.5 3.4 A 3.4 3.4 A 3.4

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

119日 151日 151日 96日

86.0% 86.0% 86.0% 84.9%

10月1日 9月10日 9月10日
玄海原子力発電所 福島第一原子力発電所 福島第二原子力発電所

10.1 A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○プラントの状況等について、積極的に情報共有され、基本的に必要な情報が前広に共有されていた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④44%､③56%､②0%、①0%
・優先プラントを定めるなど重要度に応じた対応がなされた。
・複数プラントの発災ではあったが、1F/2Fや号機の識別は、発話にしろ資料にしろ比較的わかりやすかった。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④38%､③50%､②13%､①0%

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④44%､③56%､②0%､①0% A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る

○プラント状況等について積極的に情報共有され、基本的に必要
な情報が前広に共有されていた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④32%､③63%､②5%､①0%
・原子炉隔離時冷却系/常設高圧代替注水系使用不可判断があい
まい

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④32%､③58%､②11%､①0%

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④21%､③74%､②5%､①0%

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ
反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

10.1 A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る

○プラント状況等について積極的に情報共有され、戦略の全体像
や対策の進捗については情報が限定的なものもあったが、基本的
に必要な情報が前広に共有されていた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③64%､②0%､①0%
・号機を明確にする発話が前半は少なかった。
・後半は緊急連絡ばかりで、全体状況の整理などもあっても良
かった。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③57%､②7%､①0%
・

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③64%､②0%､①0%
・対策の準備状況の説明が少ない。

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④45%､③36%､②18%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤19%､④50%､③31%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンに（１F-6のモニタの単位を発話でマイクロと言っていたため）mSv/hかμSv/hか確認したが返答が無かった。
・リエゾンから配布される資料配布が若干遅く感じた。もう少し早めに手元に届くと良かった。

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④33%､③50%､②17%､①0%
【良好事例、不足する点】
・SPDSによる状況説明が多くあり、わかりやすかった。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④42%､③47%､②5%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④15%､③77%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは、質問に対し、的確に対応していた。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④26%､③69%､②7%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPの更新は多かったが、各dが必ずしも高くなかった。
・COPによる説明があまりなかった。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④43%､③50%､②7%､①0%

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④35%､③65%､②0%､①0%

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第6報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第9報)
【参考】その他訂正報
　▲AL該当事象連絡　想定される原因記入漏れ、誤記（第1報）

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断14:40,確認14:45)
　○15条認定:5分(判断15:17,認定15:22)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した。

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後22分,37分間隔(最大)
【参考】報告内容
  ○発生事象と対応の概要              　      3報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  3報
　15:02(第7報)プラント状況､MP、気象情報等
　15:39(第10報)プラント状況､MP、気象情報等
　16:06(第11報)プラント状況､MP、気象情報等

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第7報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第10報)
【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断14:23,確認14:29)
　○15条認定:6分(判断14:45,認定14:51)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後28分,46分間隔(最大)
【参考】報告内容
  ○発生事象と対応の概要              　      4報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  4報
　14:51(第9報)プラント状況、MP、気象情報等
　15:37(第13報)プラント状況､MP、気象情報等
　16:03(第14報)プラント状況､MP、気象情報等
　16:36(第16報)プラント状況､MP、気象情報等

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④16%､③74%､②11%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPもまあまあタイムリーだったが、戦略シートの出は遅い時が
あった。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④29%､③57%､②14%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPについてはもう一工夫：ページが多すぎる、説明に使用しない資料が多い、更新の頻度をもう少し空けても良い。
・前回（更新例）に手書きした内容は確実に次のCOPに反映して欲しい。
・手書き補足が多かったことを振り返る際に言及していたが、これはあまり問題ではないと思う。COPのタイムラグは必然であり、適宜手書き補正も必然で
す。
・COPの共有が15分間際で、枚数も多いことから、必要外情報の整理とともに、共有のタイミングについて検討してはどうか。

４つ以下

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第3報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第7報)
【参考】その他訂正報
　▲AL連絡　排気筒モニタの指示値欄において記入漏れ。（第1報）
（なお、訂正報として新たに採番しなかった。）
  ▲25条報告　添付の送信忘れ（第6報）
（なお、すぐに送信したが、訂正報として新たに採番をしなかった。）

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ早見表を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:10分(判断14:05,確認14:15)
　○15条認定:8分(判断14:34,認定14:42)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後28分,24分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                   　  5報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   5報
　14:33(第6報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報
　14:57(第11報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報
　15:17(第14報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報
　15:39(第16報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報
  15:57(第20報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(東京電力HD)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページによる情報発信

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第 4報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第 8報)
【参考】その他訂正報
　なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:7分(判断14:17,確認14:24)
　○15条認定:5分(判断15:09,認定15:14)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後22分,53分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   4報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   1報
　14:39(第 6報)対応の概要
　15:32(第11報)対応の概要
　15:48(第14報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:58(第16報)対応の概要

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④38%､③54%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④46%､③46%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ERSSの使い方は良い。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○複数号機(2/6基)でAL以上
　－適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：0基(0/0基)
　　※特定原子力施設

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
発電所構内の排水路の放射能濃度が計器の誤動作により急上昇する状況に
おいて、手順書を柔軟に活用し、点検中の計器復旧や排水路ゲートからの
溢水を想定した溢水防止対策を検討させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(未適合) AL:1､SE:0､GE:0
　5号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:1

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：崩落による電源ケーブル断線
　・気象　　　：－
　○体制　　　：コロナ感染防止対策下での発災、本部長途中交代
　・資機材　　：－
　○計器故障　：モニタリングポスト電源喪失
　〇人為的ミス：M/C遮断機破損
　○ＯＦＣ対応：OFCからの要請
　・判断分岐　：－
　○その他　　：2発電所で同時発災、汚染傷病者発生

【シナリオ概要】
地震を起因として、1，5号機でSFP水位低下事象が発生し、5号機で原災法
第10条事象及び同法第15条事象に至る原子力災害を想定。最終対応処置は､
電源車接続後復水移送系によるSFP注水を実施。また、構内排水路の放射性
濃度が上昇し、溢水防止対策を実施。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○複数号機(2/4基)でAL以上
　－適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：0基(0/0基)
　　※全基廃止措置段階

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
2号機のSFP水位低下予測について誤情報が付与された状況において、適切
に施設の状況を把握し、関連パラメータ（仮設水位計や放射線量など）を
確認し、現場復旧の継続等を検討させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　2号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:0
　4号機(未適合) AL:1､SE:2､GE:2

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：アクセスルート使用不可
　・気象　　　：－
　○体制　　　：コロナ感染防止対策下での発災
　・資機材　　：－
　・計器故障　：－
　〇人為的ミス：2号機の水位誤報告
　○ＯＦＣ対応：OFCからの要請
　○判断分岐　：誤報告により現場作業の中止判断
　○その他　　：廃止措置に伴う機器構成の変更、汚染傷病者の発生、
　　　　　　　　建屋内の大量溢水、2発電所で同時発災

【シナリオ概要】
地震を起因として、2号機、4号機でSFP水位低下事象が発生し、4号機で原
災法第10条事象及び同法第15条事象に至る原子力災害を想定。最終対応処
置は､止水処置を講じた後に燃料プール補給水系によるSFP注水を実施。ま
た、配管破断による建屋内への大量溢水が発生し、止水対策を実施。

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：3号機ｼﾅﾘｵと連動した可搬型格納容器水素濃度計測装置による
水素濃度計測（準備）
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：なし
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：四国電力（DVD）

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○複数号機(2/2基)でAL以上 ※冷却告示除く。
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：全号基(2/2基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
SG水位計（広域）の一部が監視できない状況において、手順書を柔軟に活
用し、冷却手段をSGによる冷却から１次系冷却に切り替える判断等を検討
させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　3号機(適合)　　AL:4､SE:4､GE:4
　4号機(適合)　  AL:1､SE:1､GE:0

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　○気象　　　：落雷によるMP指示上昇
　○体制　　　：要員の分散配置
　・資機材　　：－
　○計器故障　：CV高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ、SG水位計（広域）の故障
　○人為的ミス：EALに関する誤情報を想定
　○ＯＦＣ対応：OFCへ要員派遣
　○判断分岐　：シナリオ判断ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐なし)
　○その他　　：住民避難支援対応、汚染傷病者、管理区域外での
　　　　　　　　火災発生、非発災発電所による支援など

【シナリオ概要】
3号機については､地震（震度6弱）により原子炉自動停止、小LOCA発生。そ
の後、余震（震度6強）で外部電源喪失。ECCS動作後高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ全台停
止により10条事象、LOCAの進展、SBOでECCS全台停止により15条事象に至
る｡炉心損傷に至るが、充てんﾎﾟﾝﾌﾟ（自己冷）による代替炉心注水、常設
電動注入ﾎﾟﾝﾌﾟによる代替格納容器ｽﾌﾟﾚｲを実施｡
4号機については､地震（震度6弱）により原子炉自動停止。その後、補助給
水ﾎﾟﾝﾌﾟが全台停止し、SG水位低下により10条事象に至る。1次系のﾌｨｰﾄﾞｱﾝ
ﾄﾞﾌﾞﾘｰﾄﾞによる炉心冷却を実施｡

現場実動訓練を１回以上実施

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：モニタリングポストの電源復旧訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(通信機器のトラブル、発電機起動後の不調発生)
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：中部電力、北陸電力

現場実動訓練を１回以上実施

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：電源車による所内電源供給訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（電源車のパンク、送電用ケーブル絶縁不良、作
業員体調不良)
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：中部電力､北陸電力

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社、ﾒﾃﾞｨｱﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ講師)　※1/18川内で実施
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(四国電力＊)  ※1/18川内で実施
○模擬記者会見の実施
　・あり  ※1/18川内で実施
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ
＊他原子力事業者（四国電力）はリモート参加

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（広報コンサルティング会社）
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ、模擬SNS

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・東京電力HD
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
茨城事務所（電話連絡、拠点開設準備、原子力事業者間協力協定に基づ
く派遣者受け入れ）（要素訓練として実施）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・ロボット操作訓練（要素訓練として実施）

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・四国電力（実連絡）
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動※
・佐世保配電技術訓練場（後方支援拠点の設置・運営訓練）、発電所支援
に係る本店即応センターとの連携訓練
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔操作資機材の操作訓練（要素訓練として実施）
※10月1日：本店内会議室に後方支援拠点を模擬した指揮所を設置し、本店
即応センターとの連携訓練を実施
　11月11日：佐世保配電技術訓練場において、設置・運営訓練を実施

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・日本原電（後方支援拠点（模擬）（電力支援本部立上げ訓練））
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・後方支援拠点（模擬）（通信連絡訓練）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔操作ロボットの操作訓練(要素訓練として実施)

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター  ：15訓練
　・(ＤＶＤ視察)即応センター　: 13訓練、緊急時対策所：13訓練
　・(現場視察)　即応センター　:  1訓練、緊急時対策所：1訓練
　・(ERC視察)  即応センター　：  1訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ（現地又はDVD）
　・東京電力HD
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・島根

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察)
  ・（統合原防視察）即応センター：14訓練
　・（DVD視察）即応センター:13訓練、緊急時対策所：13訓練
　・（現場視察）即応センター:1訓練、緊急時対策所：2訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ(DVD)
　・東北電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD）
　・島根、泊、東海第二、女川

４つ該当
　
○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター  ：14訓練
　・(ＤＶＤ視察)即応センター　: 1訓練、緊急時対策所：13訓練
　・(現場視察)　即応センター　: 3訓練　緊急時対策所：1訓練
　・(ERC視察)  即応センター　：  2訓練
○自社訓練の視察受入れ（映像）
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ（映像）
　・中部電力、北陸電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・浜岡、志賀

①～③が実施されてる

○3件の問題点から0件の課題が抽出されている
○3件の課題に対して原因分析がされている
○3件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

①～③が実施されてる

○3件の問題点から2件の課題が抽出されている
○2件の課題に対して原因分析がされている
○2件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
1件：15条事象認定後の事故進展予測及び戦略における先読みしたリスク
     情報の共有方法の明確化

①～③が実施されてる

1件の問題点から1件の課題が抽出されている
1件の課題に対して原因分析がされている
1件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

①～③が実施されてる

○3件の問題点から3件の課題が抽出されている
○3件の課題に対して原因分析がされている
○3件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

対象外 対象外 対象外

○最大14分
　○第 4報     9分、　○第 7報     4分、　○第 8報    11分
　○第10報     9分、　○第12報    10分、　○第13報     9分
　○第15報    14分

○最大11分
　○第6報     10分、○第9報     11分

○最大11分
　○第7報      11分、○第8報   　5分
　○第10報   　10分、○第11報   10分
　○第15報   　 4分

2021年8月24日見直し 2021年4月に見直し 2021年4月見直し

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示全てのプレーヤに対してシナリオ非提示 全てのプレーヤに対してシナリオ非提示 全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：100％
・訓練参加者：140名、計画人数　：140名

訓練参加率：101％
・訓練参加者：131名、計画人数　：130名

訓練参加率：96％
・訓練参加者：124名、計画人数　：129名

訓練参加率：95％
・訓練参加者：171名、計画人数　：179名

訓練参加率：82%
・訓練参加者：81名、計画人数　：99名

訓練参加率：100％
・訓練参加者：129名、計画人数　：129名

訓練参加率：101％
・訓練参加者：217名、計画人数　：215名

- － －他社自主訓練時の模擬ＥＲＣ対応
・高浜自主訓練（2021. 9.15）：模擬ＥＲＣ対応評価
・大飯自主訓練（2021.11.15）：模擬ＥＲＣ役

2月8日 6月8日1月28日

東海第二発電所
3月4日

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

9.7

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)
   ※東海発電所と同時発災

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
全注水機能喪失の状況において、炉心損傷を回避するために、手順書を柔
軟に活用し、利用可能な設備の活用（蒸気漏洩を考慮した原子炉隔離時冷
却系/常設高圧代替注水系の使用）を検討させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　東海第二(適合)　 AL:5､SE:6､GE:4

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　○体制　　　：東海第二統括者体調不良
　・資機材　　：－
　○計器故障　：モニタリングポストBの故障
　○人為的ミス：EAL情報不達(GE42要素追加忘れ)
　○ＯＦＣ対応：要員の派遣
　〇判断分岐　：原子炉隔離時冷却系/常設高圧代替注水系共通駆動蒸
　　　　　　　　気元弁隔離解除（炉心損傷を防止するため）
　○その他　　：重要設備での火災、汚染傷病者の発生（東海発電所）

【シナリオ概要】
地震起因による高圧注水系機能の喪失（火災による喪失も含む）、原子炉
注水機能の喪失等により、原災法第10条事象及び同法第15条事象に至った
後に炉心損傷となる原子力災害を想定。最終対応処置は､常設低圧代替注水
系ポンプによる注水を実施。

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実
施

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：電源車による給電訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(電源車からの油漏れ及び盤内操作盤にて遮断機投
入不可)
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：中国電力

67.9 /80点68.8 /80点 68.8 /80点

日本原電として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:36

8

68.8 /80点

2月8日

東京電力HDとして、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:20

九州電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:8

対象外

○最大10分
　○第 3報     3分、　○第 4報     4分、　〇第 7報     3分
　○第 9報    10分、　○第12報     2分、　〇第13報     3分
　○第15報     2分、　○第17報     3分、　〇第18報     3分
  ○第19報     4分、

2021年10月見直し
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(実用発電用原子炉) 別添１－１
3/5

Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示
システムの使用に
習熟し、情報共有
に活用した

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即
応センターの補助
ができていた

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプ
ラント班に共有さ
れ、情報共有に資
した

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において
必要な際、備付け
資料が活用されて
いた

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回まで
の訓練の課題につ
いて検証できない

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できない

６

【Ｐ】

難度が高く多様な
シナリオに取り組
んでいた

適度なシナリオで
あり、シナリオの
多様化に努めてい
た

平易なシナリオで
あった

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づく現場実
動訓練を１回以上
実施（他原子力事
業者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づく現場実
動訓練を１回以上
実施（他原子力事
業者評価者受入れ
なし）

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づかない現
場実動訓練を実施

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施され
てる

①及び②まで実施
されている

①のみ実施

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｐ】
【Ｄ】
【Ｐ】
【Ｄ】

届出日

区
分

No. 指標
基準

３

【Ｄ】

情

報

共

有

の

た

め

の

ツ
ー

ル

等

の

活

用

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

情

報

共

有

・

通

報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ

Ｒ

Ｃ

プ

ラ

ン

ト

班

と

の

情

報

共

有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ
以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共
有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情
報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

シナリオの多様化・難度

現場実動訓練の実施

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③他原子力事業者広報担当等
の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外
部への情報発信

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動
訓練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

備

考

ＥＲＣプラント班への備え付

１０条通報に要した時間

シナリオ非提示型訓練の実施

中期計画の見直し

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

評価指標だけで表せない
取組等を記述する。

参考

訓練報告書届出日 訓練後経過日数

合計点数

○指標2,3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5,大変悪い1)の
加重平均(3以上a,2以上b,2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項
目(評価が括弧付き)は合計から外す

他事業者の改善に向けた取り
組みへの協力

得点率

点数 点数 点数 点数

5 A 5 A 5 A 5 A

3.6 a 2.7 b 2.7 b 3.1 a

3.6 a 2.7 b 2.9 b 3.0 a

3.4 a 2.7 b 2.8 b 2.9 b

3.7 A 3.7 3.2 A 3.2 2.9 B 2.9 3.7 A 3.7

3.4 A 3.4 3.3 A 3.3 3.1 A 3.1 3.5 A 3.5

3.1 A 3.1 3.2 A 3.2 3.1 A 3.1 3.0 A 3.0

3.8 A 3.8 3.5 A 3.5 3.0 A 3.0 3.2 A 3.2

2.9 B 5 A 5 A 2.9 B

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

115日 137日 109日 114日

84.4% 82.9% 81.9% 81.6%

12月9日2月4日
島根原子力発電所 女川原子力発電所 川内原子力発電所柏崎刈羽原子力発電所

2月25日 1月18日

特段の支障なく情報共有が行われている

▲全般的に発生事象を五月雨式に情報提供するだけで、施設の全
般的な状態や戦略の全体像の説明が乏しい等、事故対策の全般を
理解するための情報が不足していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③69%､②29%､①0%
・早いシナリオのせいもあるが、発話されなかった情報が多々
あった。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④0%､③76%､②18%､①0%
・早いシナリオのせいで、対応戦略について、タイムリーに提供
されなかった。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③81%､②19%､①0%

B8.4

特段の支障なく情報共有が行われている

▲全般的に発生事象を五月雨式に情報提供するだけで、施設の全
般的な状態や戦略の全体像の説明が乏しい等、事故対策の全般を
理解するための情報が不足していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④13%､③47%､②31%､①7%
・余震による自動スクラムの報告が遅かったり、決定的な情報更
新がない情報を再度報告したりなど、説明に明瞭でない部分が見
受けられた。更新情報のみでなく、適切な時間に全体の俯瞰情報
が欲しいと感じた。
・LOCAがおきているのに電源の話をしていたのは違和感があっ
た。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③71%､②29%､①0%

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③57%､②36%､①0%

8.1 B

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フロー
へ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

10.6 A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る

○プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラ
グがなく、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後の
EALの進展、戦略の全体像等の情報をまとめて説明していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④38%､③44%､②7%､①0%
・発話の内容のタイミングはよかったと思う。
・シナリオ進展スピードが速いこととの関係で限界があるが、ド
ラブルや機能不全が生じた際の原因や復旧の可能性などについて
情報共有が少ない。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④44%､③38%､②6%､①0%
・今後の対応戦略のペーパー（書画で出していたペーパー）につ
いては、COPと同様にリエゾンから配ってほしい。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④38%､③50%､②6%､①0%

9.0 B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲全般的に発生事象を五月雨式に情報提供するだけで、施設
の全般的な状態や戦略の全体像の説明が乏しい等、事故対策
の全般を理解するための情報が不足していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④29%､③47%､②24%､①0%
・ERCから聞かれたことに答える場合のほうが多いように感
じた

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④24%､③52%､②24%､①0%
・戦略を立てるタイミングが遅い。
・施設、設備の状況に応じて準備、対応している方策の進捗
とその意義についての把握が弱いため、戦略と判断との結び
付けに弱点が見られる。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④24%､③47%､②29%､①0%
・立てられた戦略に対して、進捗が全くわからなかった。

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④44%､③44%､②0%､①0%

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④29%､③64%､②7%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④40%､③40%､②13%､①0%
【良好事例、不足する点】
・資料配布のタイミングはよかったと思う。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④38%､③38%､②8%､①8%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは資料配付のみでなく、もっと補助に動いて欲しいと感
じた。

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④13%､③69%､②19%､①0%
・ERSSの変化に気がつかないことがあった。

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④64%､③21%､②7%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ERSSの情報は役に立った。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④12%､③76%､②12%､①0%
【良好事例、不足する点】
・即応センターとERCが共有するCOPのバージョンが異なること
があり、多少混乱した（即応センターが、ERCに配布されたCOP
より古いもので説明している場合があった）。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④31%､③54%､②15%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPはプラント機器の状況を表す図入りのものは１枚だけで細かく
見にくかった。
・COPの更新頻度を工夫すべし。またコミュニケーションツールなの
だからERCと即応センターは同じCOPを使って説明が必要。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④25%､③63%､②13%､①0%

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④24%､③47%､②24%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPの共有がタイムリーにできていてよかった。戦略がもうすこし
見やすいとなおよい。
・COPの配布が前半部分に遅くなったので、配布しなかったようなの
で、後半のように行えるよう、また遅れた場合も時点がわかるよう
に配布してほしい。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④25%､③44%､②25%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④43%､③43%､②7%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンからのレスポンスは良かったが、COPはタイムリーに
来なかった。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④13%､③73%､②13%､①0%

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④17%､③83%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料による情報が少なかった。

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第3報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第5報)
【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○防災業務計画やEALフロー図を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断10:24,確認10:29)
　○15条認定:6分(判断10:57,認定11:03)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後81分,81分間隔(最大）
　※プラント状況、MP情報が1報のみ
　※「発生事象と対応の概要」欄について、発生事象と概要を網羅的に記
載
　　　できなかったと捉え、改善項目として抽出している。
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                   　 1報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  1報
　11:41(第8報)対応の概要､プラント状況､MP､気象情報

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第9報)
　○15条:誤記なし・記載漏れあり(第17報)
【参考】その他訂正報
  ▲10条通報　15条事象発生のチェックミスの修正（第27報）

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:8分(判断11:16、確認11:24)
　○15条認定:10分(判断12:17、認定12:27)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した
   ※特定事象判断後に行う10条確認及び15条認定会議に参加するまで
　　 に時間を要したと捉え、改善項目として抽出している。

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後10分、63分間隔(最大)シナリオスキップのた
め、12/9(訓練時間)の実績を記載
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要              　       4報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   1報
　・12/9（訓練時間）
　　11:36(第12報)対応の概要
  　11:50(第14報)対応の概要
  　12:53(第23報)対応の概要
　・12/10（訓練時間）
　　14:15(第75報)対応の概要､プラント状況､放出見通し、MP、気象情報

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第7報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第15報)
【参考】その他訂正報
▲AL連絡　その他警戒事態該当事象の把握に参考となる情報及び発電所内で観
測された地震の加速度最大値欄に誤記（第1報）
▲25条報告　発生事象と対応の概要に誤記(第25報)
▲10条通報 3つの障壁喪失または喪失の可能性判断根拠の修正（第28報）
▲10条通報 3つの障壁喪失または喪失の可能性判断根拠の修正（第32報）

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:4分(判断14:02,確認14:06)
　○15条認定:4分(判断14:24,認定14:28)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

▲第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後18分,26分間隔(最大)
【参考】報告内容
　▲発生事象と対応の概要                  　   8報
　▲ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   6報
　　発生事象と対応の概要
     14:17(第13報)、14:44(第17報)、14:58(第22報)、15:07(第25報)、
　　 15:14(第26報)、15:18(第27報)、15:52(第34報)、16:15(第36報)
　　プラント状況、放出状況、モニタ・気象情報等
     14:22(第14報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
　　 14:53(第20報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
　　 15:04(第24報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
     15:31(第30報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
     15:49(第33報）プラント状況、MP、気象情報
     16:25(第39報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
※：昨年度の課題に上げ改善活動に取り組んだが、発生事象と対応の概要につ
いて、25条報告様式の注２に従った記載となっていない報告があった。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④50%､③50%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備付け資料はよく使っていたと思う。
・備付け資料のページ番号が分かりにくい（探し難い）位置にあ
る。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤18%､④41%､③41%､②0%､①0%

３つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第 5報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第10報)
【参考】その他訂正報
　なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認: 6分(判断14:25,確認14:31)
　○15条認定:11分(判断15:24,認定15:35)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

▲第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後24分,73分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                   　　3報
　▲ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   0報
　14:49(第 6報)対応の概要
　14:53(第 7報)対応の概要
　16:06(第15報)対応の概要

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○全号機(2/2機)でAL以上※冷却告示を除く
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
2号機でHPACの駆動蒸気が徐々に減少する状況において、手順書を柔軟に活
用し、炉心冷却の延命措置、注水時間を延長するための判断等を検討させ
るシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　2号機(適合)   AL:3､SE:2､GE:1
　3号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:0

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　○気象　　　：波浪警報
　○体制　　　：指揮者不在
　○資機材　　：初動対応におけるERSS表示端末の故障
　　　　　　　　モニタリングポスト１局舎伝送不良
　○計器故障　：使用済燃料プール水位計の故障
　○人為的ミス：運転員による主蒸気逃がし安全弁の開固着見落とし
　○ＯＦＣ対応：参集時の道路状況の不良
　○判断分岐　：インターロック除外等の措置による注水手段確保
　○その他　　：HPAC機能喪失の判断、傷病者搬送時の道路状況の不良

【シナリオ概要】
2号機：地震起因により、残留熱除去系の喪失、原子炉注水機能の喪失等に
より、原災法第10条事象及び同法第15条事象に至った後に原子炉格納容器
ベントが必要となる原子力災害を想定。最終対応処置は､直流駆動低圧注水
ポンプによる原子炉注水。（ERCとの連携終了後、原子炉格納容器ベントに
よる除熱を実施。）
3号機：地震起因により、SFPゲート外れによりSFPの水位が低下。代替注水
車による注水を実施。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○全号機(2/2機)でAL以上
　○発災時に運転中の原子炉は適合炉の全号基(2/2基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
SG水位計（広域）の一部が監視できない状況において、手順書を柔軟
に活用し、冷却手段をSGによる冷却から１次系冷却に切り替える判断
等を検討させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(適合)　 AL:4､SE:4､GE:4
　2号機(適合) 　AL:1､SE:1､GE:0

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　○気象　　　：落雷によるMP指示上昇
　○体制　　　：要員の分散配置
　・資機材　　：－
　○計器故障　：CV高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ、SG水位計（広域）の故障
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFCへ要員派遣
　○判断分岐　：シナリオ判断ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐なし)
　○その他　　：住民避難支援対応、汚染傷病者、管理区域外で
　　　　　　　　の火災発生、非発災発電所による支援など

【シナリオ概要】
1号機については、地震（震度6弱）により原子炉自動停止、小LOCAが
発生、その後の余震（震度6強）により外電喪失、ECCS動作後充てん／
高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ全台停止により10条事象、LOCAの進展、SBOでECCS全台
停止により15条事象に至る｡炉心損傷に至るが、特重設備による代替格
納容器ｽﾌﾟﾚｲを実施｡
2号機については、地震（震度6弱）により原子炉自動停止、その後、
補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟが全台停止し、SG水位低下により10条に至る。1次系の
ﾌｨｰﾄﾞｱﾝﾄﾞﾌﾞﾘｰﾄﾞによる炉心冷却を実施。

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実
施

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：2号機燃料プールへの注水訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(原子炉建物南側接続口及び原子炉建物南側進入扉
周辺の足場上部の一部崩壊)
・連携状況：現場、緊急時対策所、即応センターと連携
・他事業者評価：日本原子力発電

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実
施

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：電源車による緊急用M/C受電（電源機能等喪失時訓練）
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(電源車からの油漏れ及びケーブル損傷)
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：中部電力、北陸電力

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○複数号機(2/7基)でAL以上
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
7号機での複数箇所内部火災の発生時において、火災起因により計器が故障
（炉水位L8/L1.5誤発信）した状況における手順書を柔軟に活用した注水手
段の検討及び火災による厳しい環境条件（現場操作場所がばい煙で充満）
における対策要員の安全確保と事故の拡大防止を両立するための対応戦略
の検討をさせるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:0
　7号機(適合)　 AL:5､SE:5､GE:4

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：火災発生に伴うアクセス通路障害
　・気象　　　：－
　○体制　　　：コロナ感染防止対策下での発災
　〇資機材　　：通報FAX不具合、火災発生時の消火装置不具合
　○計器故障　：炉水位L8/L1.5誤発信
　○人為的ミス：EAL判断ミス(GE42要素追加忘れ)
　○ＯＦＣ対応：情報収集機器の一部不具合
　〇判断分岐　：SRV操作電源喪失
　○その他　　：汚染傷病者の発生

【シナリオ概要】
1号機：地震起因によるSFPゲート外れによりSFPの水位が低下。消防車によ
る注水を実施。
7号機：地震及び火災起因により残留熱除去系の喪失、全交流電源の喪失、
原子炉注水機能の喪失等により、原災法第10条事象及び同法第15条事象に
至った後に炉心損傷となる原子力災害を想定。最終対応処置は､復水補給水
ポンプによる原子炉注水を実施。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○全号機(1/1基)でAL以上　※冷却告示・建設中除く
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
予期せぬ事態（2号機で急速減圧時に、残留熱除去系（B）の注水弁の弁体
脱落（開度計上は開表示）により注水が開始されない状況等）において、
注水状態の異常の早期発見や対応戦略を検討させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　2号機(適合)    AL:6､SE:6､GE:4

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：アクセスルート上での複数車両の横転
　・気象　　　：－
　○体制　　　：段階的な本部体制の拡充
　・資機材　　：－
　○計器故障　：可搬式MP伝送不良、RHR注水弁開度誤表示、
　　　　　　　　原子炉水位計指示値喪失
　○人為的ミス：EALに関する情報発信漏れ(制御棒部分未挿入)
　○ＯＦＣ対応：要員派遣準備
　・判断分岐　：－
　○その他　　：汚染傷病者の複数発生

【シナリオ概要】
2号機：地震起因による原子炉自動停止失敗、高圧注水系機能の喪失、LOCA
時原子炉注水機能の喪失等により、原災法第10条事象及び同法第15条事象
に至った後に炉心損傷となる原子力災害を想定。最終対応処置は､格納容器
代替スプレイを実施（スプレイ制限に達した後はフィルタベントによる除
熱を計画）。

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実
施

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：電源車による電源供給（悪天候下作業想定）
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(電源車接続母線しゃ断器の不具合発生に伴う接続
場
所変更)
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：中部電力

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：1,2号機ｼﾅﾘｵと連動した可搬型格納容器水素濃度計測装置
 計による水素濃度計測（準備）
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（ガスサンプリング圧縮機ｶﾌﾟﾗ部破損、電動機
絶縁低下）
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：日本原電（DVD）

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(四国電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ、SNSによる情報発信

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(北陸電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページによる情報発信

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社、ﾒﾃﾞｨｱﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ講師)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(四国電力＊)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ
＊他原子力事業者（四国電力）はリモート参加

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・九州電力
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・広瀬中央公園（拠点の設営･運営訓練、即応センターと連絡訓練（要素訓
練として実施））
○原子力緊急事態支援組織との連動
・ロボット輸送訓練（要素訓練として実施）

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・四国電力（実連絡）
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動※
・薩摩川内市隈之城用地（後方支援拠点の設置・運営訓練）、発電所
支援に係る本店即応センターとの連携訓練
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔操作資機材の操作訓練（要素訓練として実施）
※1月18日：本店内会議室に後方支援拠点を模擬した指揮所を設置し、
本店即応センターとの連携訓練を実施
　3月10日：薩摩川内市隈之城用地において、設置・運営訓練を実施

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり※福島第一、福島第二で実施
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（広報コンサルティング)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(日本原電)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ、模擬SNSによる情報発信

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・中部電力
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
後方支援拠点（模擬）（衛星携帯電話の使用、衛星車立ち上げ、TV会議端
末による通信連絡訓練（要素訓練として実施）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・ロボット操作訓練（要素訓練として実施）

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・東京電力HD
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
女川地域総合事務所跡地（スクリーニングエリアの設定、スクリーニング
及び除染活動を実施（要素訓練として実施）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・ロボット操作訓練（要素訓練として実施）

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター  ：15訓練
　・(ＤＶＤ視察)即応センター　: 15訓練、緊急時対策所：15訓練
　・(現場視察)　即応センター　:  0訓練、緊急時対策所： 0訓練
　・(ERC視察)  即応センター　：  1訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ（現地）
　・北陸電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD）
　・東海第二

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター  ：14訓練
　・(ＤＶＤ視察)即応センター　: 1訓練、緊急時対策所：13訓練
　・(現場視察)　即応センター　: 3訓練、緊急時対策所：1訓練
　・(ERC視察)  即応センター　：  2訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ（現地又はDVD）
　・中部電力、北陸電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・浜岡、志賀

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター  ：11訓練
　・(ＤＶＤ視察)即応センター　: 10訓練、緊急時対策所：10訓練
　・(現場視察)　即応センター　:  0訓練、緊急時対策所： 0訓練
　・(ERC視察)  即応センター　：  1訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ（DVD）
　・四国電力、中部電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD）
　・玄海、川内、敦賀、東海第二

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察)
  ・（統合原防視察）即応センター：14訓練
　・（DVD視察）即応センター:13訓練、緊急時対策所：13訓練
　・（現場視察）即応センター:1訓練、緊急時対策所：2訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ(DVD)
　・関西電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD）
　・島根、泊、東海第二、女川

①～③が実施されてる

2件の問題点から2件の課題が抽出されている
2件の課題に対して原因分析がされている
2件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

①～③が実施されてる

○2件の問題点から6件の課題が抽出されている
○6件の課題に対して原因分析がされている
○6件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

①～③が実施されてる

○3件の問題点から5件の課題が抽出されている
○5件の課題に対して原因分析がされている
○5件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

対象外

①～③が実施されてる

○4件の問題点から4件の課題が抽出されている
○4件の課題に対して原因分析がされている
○4件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
1件：25条報告の様式に基づく記載

対象外対象外

○最大11分
　○第10報     7分、　○第15報     9分、　○第16報     4分
　○第21報     6分、　○第28報    12分、　○第31報    14分
　○第35報     8分

○最大14分
　○第3報     14分、○第5報     11分
　○第6報     10分、

対象外

○最大11分
　○第 5報    11分、　○第 8報     5分、　○第10報     9分
　○第12報    10分、　○第13報     9分、　○第14報    11分
　※第14報は、SE01/GE01通報として10分、GE28通報として11分を要した

○最大8分
　○第 9報 　　5分　○第11報     4分  ○第17報     8分
　○第18報     8分  〇第19報     4分  ○第25報     5分
　○第26報     5分  ○第28報     5分  ○第29報     5分

2021年10月見直し 本店　：2019年6月26日改訂（令和3年度見直し無しを確認：2021年6月30日）
発電所：2019年6月20日改訂（令和3年度見直し無しを確認：2021年4月7日）

2021年8月24日見直し

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

2021年4月見直し

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示 全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：98％
・訓練参加者：129名、計画人数　：131名

訓練参加率：98％
・訓練参加者：328名、計画人数　：333名

訓練参加率：100％
・訓練参加者：372名、計画人数　：371名

訓練参加率：90%
・訓練参加者：166名、計画人数　：185名

訓練参加率：98％
・訓練参加者：152名、計画人数　：155名

訓練参加率：97%
・訓練参加者：288名、計画人数　：295名

訓練参加率：100％
・訓練参加者：139名、計画人数　：139名

訓練参加率：102%
・訓練参加者：127名、計画人数　：125名

- 他社自主訓練時の模擬ＥＲＣ対応
・高浜自主訓練（2021. 9.15）：模擬ＥＲＣ対応評価
・大飯自主訓練（2021.11.15）：模擬ＥＲＣ役

－

5月12日6月14日4月25日5月30日

1211

65.5 /80点 65.3 /80点

九州電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:8

10

67.5 /80点

東京電力HDとして、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:20

9

66.3 /80点

中国電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:1

東北電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:1
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１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示
システムの使用に
習熟し、情報共有
に活用した

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即
応センターの補助
ができていた

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプ
ラント班に共有さ
れ、情報共有に資
した

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において
必要な際、備付け
資料が活用されて
いた

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回まで
の訓練の課題につ
いて検証できない

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できない

６

【Ｐ】

難度が高く多様な
シナリオに取り組
んでいた

適度なシナリオで
あり、シナリオの
多様化に努めてい
た

平易なシナリオで
あった

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づく現場実
動訓練を１回以上
実施（他原子力事
業者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づく現場実
動訓練を１回以上
実施（他原子力事
業者評価者受入れ
なし）

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づかない現
場実動訓練を実施

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施され
てる

①及び②まで実施
されている

①のみ実施

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｐ】
【Ｄ】
【Ｐ】
【Ｄ】

届出日

区
分

No. 指標
基準

３

【Ｄ】

情

報

共

有

の

た

め

の

ツ
ー

ル

等

の

活

用

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

情

報

共

有

・

通

報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ

Ｒ

Ｃ

プ

ラ

ン

ト

班

と

の

情

報

共

有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ
以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共
有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情
報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

シナリオの多様化・難度

現場実動訓練の実施

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③他原子力事業者広報担当等
の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外
部への情報発信

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動
訓練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

備

考

ＥＲＣプラント班への備え付

１０条通報に要した時間

シナリオ非提示型訓練の実施

中期計画の見直し

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

評価指標だけで表せない
取組等を記述する。

参考

訓練報告書届出日 訓練後経過日数

合計点数

○指標2,3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5,大変悪い1)の
加重平均(3以上a,2以上b,2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項
目(評価が括弧付き)は合計から外す

他事業者の改善に向けた取り
組みへの協力

得点率

点数 点数 点数 点数

5 A 5 A 5 A 5 A

2.8 b 3.0 a 2.7 b 2.0 b

2.4 b 3.0 a 2.3 b 2.3 b

2.6 b 2.9 b 2.4 b 2.5 b

3.3 A 3.3 2.9 B 2.9 3.3 A 3.3 2.4 B 2.4

3.4 A 3.4 3.4 A 3.4 3.6 A 3.6 2.7 B 2.7

2.7 B 2.7 3.2 A 3.2 2.1 B 2.1 2.5 B 2.5

3.1 A 3.1 3.6 A 3.6 3.3 A 3.3 2.8 B 2.8

5 A 2.9 B 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

5 A 5 A 5 A 5 A

165日 189日 80日 187日

81.6% 81.1% 80.9% 77.8%

敦賀発電所泊発電所 東通原子力発電所 浜岡原子力発電所
3月1日 12月3日11月26日 10月8日

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

7.8 B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲全般的に発生事象を五月雨式に情報提供するだけで、施設の全
般的な状態や戦略の全体像の説明が乏しい等、事故対策の全般を
理解するための情報が不足していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④13%､③54%､②33%､①0%
・訓練シナリオの作り込みの問題かもしれないが、戦略やプラン
ト状態の細部についてERCからの質問に迅速に答えられない部分
があった。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④13%､③27%､②47%､①13%
・オフ側の視点に立ち　CV破損防止対策や放出予測などを　早い
段階から説明すべきであった。
・イグナイタ操作や水素濃度測定準備など、情報共有が事後に
なってしまったものがあるので、事象進展に応じて共有すべきで
あった。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④13%､③33%､②54%､①0%
・戦略シートの「完了想定」欄の記載について、状況の変化が
あっても記載見直しがなく分かりにくかった。

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③53%､②33%､①13%
【良好事例、不足する点】
・ERSSは監視されているとは言い難く、ERSSからフィードバックさ
れる情報が少なかった。
・SPDSがうまく活用されておらず、規制庁が先に気づくという状況
だった。

特段の支障なく情報共有が行われている

▲プラント状況について情報共有されていたが、事故収束対応戦
略、その進捗状況について情報共有の遅れや全体像の説明が十分
でなかった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④13%､③47%､②38%､①0%

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③38%､②56%､①0%

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③44%､②56%､①0%
・戦略の説明がごく断片的なものにとどまっている。
・COP3の指示、整理のタイミングが遅い。内容も不十分。

6.8 B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲全般的に情報提供に遅延が見られ、情報の取捨選択、優先順位
を考慮した情報提供ができていない。
▲情報共有ツールを活用した積極的な情報発信ができていない。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③21%､②55%､①21%
・提供される情報が遅れがちで、炉心損傷の判断など重要な情報
が欠落する場面もあった。
・即応センターは、発電所の状況をうまく伝えられていない。
ERCのメンバーが必要に応じて即応センターに問合せ、確認、誘
導することになり、流れを把握しなければならなかった。断片情
報を伝えるのではなく、意味ある情報にする工夫が必要。
・運転中が１プラントのみ、SFP監視プラントのみにもかかわら
ず、プラントの現況がタイムリーに提供されない。
・情報が遅く、緊対所の検査官からのNISSの入力がなければ、
ERCは情報を把握できない点があった
【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④5%､③42%､②32%､①21%
・進展予測の情報も断片的だった。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③58%､②37%､①5%

8.9 B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲全般的に発生事象を五月雨式に情報提供するだけで、施設の全
般的な状態や戦略の全体像の説明が乏しい等、事故対策の全般を
理解するための情報が不足していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④15%､③69%､②14%､①0%

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④15%､③69%､②15%､①0%

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④8%､③77%､②15%､①0%

7.4 B

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④38%､③62%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④43%､③43%､②14%､①0%
【良好事例、不足する点】
・

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③88%､②13%､①0%

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③57%､②7%､①0%
【良好事例、不足する点】
・SPDSの必要な画面切り替えもできていた

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④50%､③44%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COP3がない中で、想定している対応等をしっかり説明していた。
・即応センターから情報がない分、リエゾンが情報提供していた

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④6%､③56%､②38%､①0%
【良好事例、不足する点】
・即応センターが混乱しているのに、有効なフォローができていな
い。
・SFPの体数等について質問しても回答は相当遅かった。
・リエゾンの役割について、前と後ろの役割が明確でなかった。こ
のため、急いで欲しい情報がなかなか来なかった。

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④11%､③44%､②28%､①17%
【良好事例、不足する点】
・COPの提供も少ない。

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④20%､③33%､②40%､①7%
【良好事例、不足する点】
・COPを用いて説明する場面でも、ERCより指摘を受けるまで電源に
ついてはバックアップの記載（２の矢、３の矢）がなく、他の戦
略・戦術でも不測事態への対応策が十分COPに反映されておらず、後
手後手の対応の感が否めない。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④33%､③50%､②17%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④33%､③50%､②8%､①0%

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③85%､②8%､①8%
【良好事例、不足する点】

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④18%､③73%､②9%､①0%
【良好事例、不足する点】
・

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④70%､③20%､②10%､①0%

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④33%､③67%､②0%､①0%

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③25%､②63%､①13%
【良好事例、不足する点】
・COP3（戦略）は、一度も十分なものが提供されなかった。

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第3報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第7報)
【参考】その他訂正報
　○なし
　
○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:10分(判断14:14,確認14:24)
　○15条認定:8分(判断15:04,認定15:12)
　○判断根拠､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後24分,46分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                 　    4報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   4報
　14:38(第6報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報
　15:17(第9報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報
  15:43(第12報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報等
  16:29(第18報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報等

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第 8報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第12報)
【参考】その他訂正報
　なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断14:42,確認14:47)
　○15条認定:6分(判断15:45,認定15:51)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後18分,52分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   4報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   4報
　15:00(第 9報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:52(第13報)対応の概要、MP
　16:17(第16報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:37(第19報)対応の概要､プラント状況､MP

３つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第7報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第10報)
【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○防災業務計画やEALフロー図を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:7分(判断10:37,確認10:44)
　○15条認定:7分(判断11:01,認定11:08)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を説明した

▲第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後37分,37分間隔(最大)
【参考】報告内容
　▲発生事象と対応の概要                      0報
発生事象と対応の概要欄において設備機器の状況、故障機器の応急復旧、
拡大防止措置等の時刻、場所、内容について発生時刻に記載することとし
ているが、特になしと報告している。
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  1報
　11:14(第11報)プラント状況､MP､気象情報等
　

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第3報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第8報)
【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断チャート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断14:06,確認14:12)
　○15条認定:7分(判断14:52,認定14:59)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後70分,54分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                　    2報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  2報
　15:16(第9報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報
　16:10(第10報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○複数号機(2/3基)でAL以上
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/2基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
不測の事態（計器の故障や誤情報の連絡）において、手順書を柔軟に活用
し、ﾌﾟﾗﾝﾄ状態を正確に把握するため、代替ﾊﾟﾗﾒｰﾀを用いたﾌﾟﾗﾝﾄ状態の把
握等を検討させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(適合)   AL:1､SE:1､GE:1
　3号機(適合)　 AL:6､SE:4､GE:4

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　○体制　　　：要員の分散配置
　○資機材　　：可搬型代替電源車による給電時の絶縁防護具の損傷
　○計器故障　：CVｽﾌﾟﾚｲ流量計、原子炉容器水位計の故障
　○人為的ミス：緊対所へ誤情報連絡
　○ＯＦＣ対応：要員派遣､資料作成
　・判断分岐　：－
　○その他　　：管理区域外での火災発生、汚染傷病者

【シナリオ概要】
1号機については、地震発生後、全交流電源喪失により10条事象、15条事象
に至る。可搬型代替電源車よる給電を実施。
3号機については、地震発生後、ATWS事象が発生し緊急ホウ酸注入により未
臨界に以降。その後、外部電源喪失、LOCA発生、余熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟ全台停止、
SBOによる全ECCS機能喪失で10条事象、15条事象に至る。炉心損傷に至る
が、充てんﾎﾟﾝﾌﾟ（自己冷）による代替炉心注水を実施。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○全号機(1/1基)でAL以上
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
炉心の状態把握が困難な状況（原子炉水位が監視できない状況）におい
て、炉心損傷判断や手順書を柔軟に活用した原子炉水位制御の検討、ま
た、放射性物質の放出が予想される状況において、厳しい環境条件を踏ま
え放射線防護装備を着用した対策の実施判断と現場実動の実施をさせるシ
ナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(適合)　  AL:6､SE:4､GE:3

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間      ：－
  ○場所      ：DW内での原子炉冷却材の漏えい
  ・気象      ：－
  ○体制      ：指揮本部要員不在
  ・資機材    ：－
  ○計器故障  ：原子炉水位計、MP1伝送不良
  ○人為的ミス：ＥＡＬ判断に係わる誤情報（CR挿入失敗）
  ○ＯＦＣ対応：要員派遣準備
  ○判断分岐  ：シナリオ検証ポイントの設定
  ○その他    ：傷病者発生、PP設備動作不良

【シナリオ概要】
1号機：地震起因による原子炉自動停止失敗、残留熱除去機能の喪失、大
LOCAによる原子炉注水機能の喪失等により、原災法第10条事象及び同法第
15条事象に至った後に炉心損傷となる原子力災害を想定。最終対応処置は､
電源車接続後復水移送系による原子炉注水を実施｡

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　複数号機(2/3基)でAL以上

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
予期せぬ事態（HPCS注入弁脱落（表示上は全開）により、無注水状態とな
るが、一部の原子炉水位計が見かけ上昇する状況（原子炉水位計装配管破
断））において、関連パラメータの確認により、対策の実施状況を把握
し、低圧系による注水に切り替え判断等を検討させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　3号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:0
  4号機(適合炉) AL:3、SE:2、GE:1

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　○資機材　　：NTT　FAX通信不可（東京方面の通信障害を想定）
　○計器故障　：原子炉水位計故障とHPCS注入弁弁体脱落（開表示維
　　　　　　　　持）の重畳、モニタリングポストの故障
　○人為的ミス：口頭による誤情報の付与
　○ＯＦＣ対応：要員派遣、本店及び発電所との情報共有
　○判断分岐　：訓練ｼﾐｭﾚｰﾀと連動（ﾏﾙﾁｴﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ）
　○その他　　：汚染傷病者に係る対応措置、建屋内火災
　
【シナリオ概要】
3号機：FPC系配管破断によりSFPの水位が低下。補給水ポンプにより注水。
4号機：タービン系の火災起因により原子炉自動停止失敗、高圧注水系の喪
失、余熱除去機能の喪失等により、原災法第10条事象及び同法第15条事象
に至る原子力災害を想定。最終対応処置は､3号機補給水ポンプにより原子
炉注水を実施｡（3号機SFP注水中であるが、炉心損傷を回避するため、3号
機補給水ポンプの注水先を4号機へ変更）

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○全号機(1/1基)でAL以上　※冷却告示を除く
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
CV高レンジエリアモニタが監視できない状況において、手順書を柔軟に活
用した代替パラメータにより炉心損傷の判断及びCV破損防止に向けた対策
を検討させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　2号機(適合)    AL:6､SE:5､GE:4

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　○体制　　　：要員の分散配置
　・資機材　　：－
　○計器故障　：格納容器高レンジエリアモニタ故障
　○人為的ミス：EAL情報不達(AL53の進言なし)
　○ＯＦＣ対応：要員派遣、情報の入手、発電所と連携
　○判断分岐　：マルチエンディング方式
　○その他　　：重要設備火災、汚染傷病者

【シナリオ概要】
2号機：地震起因による余熱除去機能の喪失、LOCA時原子炉注水機能の喪失
等により、原災法第10条事象及び同法第15条事象に至った後に炉心損傷と
なる原子力災害を想定。最終対応処置は､ディーゼル消火ポンプによる格納
容器スプレイを実施（事故収束戦略として可搬型代替注水大型ﾎﾟﾝﾌﾟによる
格納容器内自然対流冷却を計画）。

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実
施

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：可搬型設備による給電（放射線防護装備着用、暗所作業）
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(燃料補給作業中に電源確保要員１名が負傷、各高
圧電源車全台現場起動不可)
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：関西電力

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：事故ｼﾅﾘｵと連動した可搬型代替電源車による給電訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(絶縁防護具の損傷,要員の体調不良)
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：四国電力

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実
施

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：可搬型代替交流電源設備（電源車）による所内電源確保（大
雨・強風想定）
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(電源車接続母線しゃ断器の不具合発生に伴う接続
場所変更)
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：北海道電力

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実
施

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：可搬型窒素ガス発生設備による原子炉格納容器への窒素供給
訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(可搬型窒素ガス発生設備の圧縮機故障)
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：東京電力HD、北陸電力

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(東京電力HD)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページによる情報発信

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社2社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(四国電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ、SNS（投稿手順確認）

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)　※2/25女川で実施
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(北陸電力)　※2/25女川で実施
○模擬記者会見の実施
　・あり　※2/25女川で実施
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページによる情報発信

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(東京電力HD)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページによる情報発信

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・電源開発
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・上北変電所（スクリーニングエリアの設定、スクリーニングおよび除染
活動を実施（要素訓練として実施））
○原子力緊急事態支援組織との連動
・ロボット操作訓練（要素訓練として実施）

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・日本原子力発電
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・島田電力センター掛川分室（通信連絡、拠点内放射線測定やラジプロー

ブの測定準備及び測定訓練
＊
、身体・車両スクリーニング及び除染設備の立

上げ、運営に係る訓練
＊
、出入管理、線量管理に係る機器の立上げ、運営に

係る訓練
＊
）＊：要素訓練にて実施

○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔操作ロボット操作訓練（要素訓練として実施）

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・関西電力
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・敦賀総合研修センター初動対応（電話実連絡，拠点開設準備，原子力事
業者間協力協定に基づく対応）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・無線資機材操作訓練（要素訓練として実施）

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・日本原燃（実連絡）
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・北海電力ﾈｯﾄﾜｰｸ(株)余市ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ(実動なし(連絡のみ))
・倶知安無線局(ロボット資機材の輸送訓練)(要素訓練として実施)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔操作資機材操作訓練(要素訓練として実施)

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター  ：11訓練
　・(ＤＶＤ視察)即応センター　:  8訓練、緊急時対策所： 8訓練
　・(現場視察)　即応センター　:  0訓練、緊急時対策所： 2訓練
　・(ERC視察)  即応センター　：  1訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ（DVD）
　・九州電力、中国電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD）
　・玄海、川内

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター  ：5訓練
　・(ＤＶＤ視察)即応センター　: 8訓練、緊急時対策所：8訓練
　・(現場視察)　即応センター　: 1訓練、緊急時対策所：0訓練
　・(ERC視察)  即応センター　： 0訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ（DVD）
　・東京電力HD、北陸電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD又は現地）
　・玄海、島根、泊、東海第二、福島第一、福島第二、志賀

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター  ：15訓練
　・(ＤＶＤ視察)即応センター　: 13訓練、緊急時対策所：13訓練
　・(現場視察)　即応センター　:  1訓練、緊急時対策所：1訓練
　・(ERC視察)  即応センター　：  1訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ（現地）
　・東京電力HD、関西電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・高浜、大飯、美浜

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察)
　・(統原防視察)即応センター：14訓練
　・(ＤＶＤ視察)即応センター、緊急時対策所：14訓練
　・(現場視察)　緊急時対策所：なし
○自社訓練の視察受入れ(DVD)
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ(DVD)
　・九州電力、関西電力、日本原電、四国電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・（現場視察）：東北電力
　・（DVD視察） ：中国電力、日本原電、九州電力、四国電力ほか

①～③が実施されてる

○7件の問題点から7件の課題が抽出されている
○7件の課題に対して原因分析がされている
○7件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
1件：COPの運用性向上

①～③が実施されてる

○5件の問題点から11件の課題が抽出されている
○11件の課題に対して原因分析がされている
○11件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

①～③が実施されてる

○3件の問題点から5件の課題が抽出されている
○5件の課題に対して原因分析がされている
○5件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
2件：戦略立案シート（COP3）の記載不備
     ERCプラント班との情報共有の改善

①～③が実施されてる

○5件の問題点から2件の課題が抽出されている
○2件の課題に対して原因分析がされている
○2件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
2件：・プラント状態、事態の進展に応じた必要情報の整理
　　 ・15条事象認定後の事故進展予測及び戦略における先読みしたリス
       ク情報の共有方法の明確化

対象外 対象外 対象外 対象外

○最大7分
　○第3報（4号機）    　6分、○第7報（4号機）    　 7分
　○第8報（4号機）   　 5分、○第3報（3号機）    　 5分

○最大11分
　○第 3報　　4分、　○第 7報　　8分、　○第10報　　5分
　○第11報　　2分、　○第13報　　4分、　○第14報　　8分
  ○第16報   11分、  ○第17報    9分

○最大11分
　○第 7報 　10分　○第9報     8分  ○第10報     10分
　○第12報   11分

○最大 7分
　○第 8報     7分、　○第11報     1分、　○第12報     5分
　○第15報     3分、　○第17報     6分、　○第18報     3分

2021年10月1日、2021年11月10日に見直し 本店　：2019年6月26日改訂（令和3年度見直し無しを確認：2021年6月30日）
発電所：2019年7月30日改訂（令和3年度見直し無しを確認：2021年6月4日）

2021年6月見直し 2021年10月見直し

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示全てのプレーヤに対してシナリオ非提示 全てのプレーヤに対してシナリオ非提示 全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：100％
・訓練参加者：133名、計画人数　：133名

訓練参加率：105％
・訓練参加者：97名、計画人数　：92名

訓練参加率：97％
・訓練参加者：376名、計画人数　：377名

訓練参加率：101％
・訓練参加者：162名、計画人数　：160名

訓練参加率：98%
・訓練参加者：81名、計画人数　：83名

訓練参加率：101％
・訓練参加者：104名、計画人数　：103名

訓練参加率：95%
・訓練参加者：218名、計画人数　：208名

訓練参加率：93%
・訓練参加者：136名、計画人数　：147名

内閣府と連携し、ERC医療班およびERC広報班との実連絡を実施。 － 原子力災害合同対策協議会に内閣府職員も参加し、訓練を実施（OFCに係る訓
練）。

5月10日

12 14 15

64.9 /80点 64.7 /80点

4月15日 6月8日5月20日

62.2 /80点65.3 /80点

北海道電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:6

東北電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:1

16

－

中部電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:20

日本原電として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:36



評価指標に基づく評価結果(一覧)(実用発電用原子炉) 別添１－１
5/5

Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示
システムの使用に
習熟し、情報共有
に活用した

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即
応センターの補助
ができていた

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプ
ラント班に共有さ
れ、情報共有に資
した

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において
必要な際、備付け
資料が活用されて
いた

特段の支障なく情
報共有が行われて
いる

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回まで
の訓練の課題につ
いて検証できない

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できない

６

【Ｐ】

難度が高く多様な
シナリオに取り組
んでいた

適度なシナリオで
あり、シナリオの
多様化に努めてい
た

平易なシナリオで
あった

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づく現場実
動訓練を１回以上
実施（他原子力事
業者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づく現場実
動訓練を１回以上
実施（他原子力事
業者評価者受入れ
なし）

緊急時対策所と連
携した事故シナリ
オに基づかない現
場実動訓練を実施

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施され
てる

①及び②まで実施
されている

①のみ実施

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｐ】
【Ｄ】
【Ｐ】
【Ｄ】

届出日

区
分

No. 指標
基準

３

【Ｄ】

情

報

共

有

の

た

め

の

ツ
ー

ル

等

の

活

用

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

原

子

力

事

業

者

防

災

訓

練

の

改

善

へ

の

取

組

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

情

報

共

有

・

通

報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ

Ｒ

Ｃ

プ

ラ

ン

ト

班

と

の

情

報

共

有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ
以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共
有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情
報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

シナリオの多様化・難度

現場実動訓練の実施

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③他原子力事業者広報担当等
の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外
部への情報発信

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動
訓練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

備

考

ＥＲＣプラント班への備え付

１０条通報に要した時間

シナリオ非提示型訓練の実施

中期計画の見直し

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

評価指標だけで表せない
取組等を記述する。

参考

訓練報告書届出日 訓練後経過日数

合計点数

○指標2,3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5,大変悪い1)の
加重平均(3以上a,2以上b,2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項
目(評価が括弧付き)は合計から外す

他事業者の改善に向けた取り
組みへの協力

得点率

点数

5 A

2.2 b

2.1 b

2.1 b

2.7 B 2.7

2.9 B 2.9

2.6 B 2.6

3.0 A 3.0

2.9 B

5 A

5 A

5 A

5 A

5 A

5 A

5 A

169日

75.6%

四国電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇緊急時対応能力向上に活用されたコメント数:4

伊方発電所
1月25日

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反
映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

6.4 B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲全般的に現場から上がってくる情報を五月雨式に情報提供する
だけで、施設の状況や事故対策を理解するための情報が不足して
いた。
▲ERC対応ブースの連携がとれておらず、責任者が機能していた
か疑問。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④6%､③24%､②52%､①18%
・事象発生時刻の言及がない。ERCプラント班からの質問時に返
事がない。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④6%､③18%､②58%､①18%
・進展予測と戦略は、積極的な情報提供が少なかった。
・大規模損壊対応に必要な手順がとられていたか疑問。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③24%､②58%､①18%

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③65%､②21%､①7%
【良好事例、不足する点】
・SPDSパラメータの変化について、ERC側からの問いかけで確認する
場面が散見され、説明においてSPDSを活用できていない。

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④21%､③58%､②14%､①7%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは、ERCからの質問に回答せず、緊対所に確認するなど適
切な対応が必要。

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④6%､③44%､②31%､①13%
【良好事例、不足する点】
・ツールはあるが、COPの提供が遅い。
・航空機衝突以降、COP３，４を一切使用していない。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④7%､③72%､②7%､①7%
【良好事例、不足する点】

３つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第 3報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第 8報)
【参考】その他訂正報
　なし

▲ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した
　▲初発のSEで、具体的な判断根拠が説明できなかった。

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:10分(判断14:26,確認14:36)
　○15条認定: 8分(判断15:27,認定15:35)
　○進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後21分,64分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   3報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   2報
　14:47(第 5報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:05(第 6報)対応の概要
　16:09(第14報)対応の概要､プラント状況､MP
　○その他訂正報
　　▲応急措置の概要　発生事象と対応の概要の誤記修正（第15報）

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○全号機(1/1基)でAL以上　※冷却告示を除く
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
SGへの給水機能の喪失時に、航空機落下による大規模な火災が発生する状
況において、事故収束とその対策にあたる対策要員の安全確保が両立でき
るのか等を検討させるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　3号機(適合)　  AL:4､SE:7､GE:4

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：航空機衝突に伴うｱｸｾｽﾙｰﾄの通行制限
　・気象　　　：－
　○体制　　　：現場実働（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ）要員、運転員の離脱
　○資機材　　：緊急作業資機材の故障
　○計器故障　：中央制御室の損壊等によるﾊﾟﾗﾒｰﾀ監視不能
　○人為的ミス：保修作業ミスによる重要機器の故障
　○ＯＦＣ対応：OFCへ要員派遣、資料作成
　・判断分岐　：－
　○その他　　：航空機衝突に伴う大規模火災、汚染傷病者　など

【シナリオ概要】
3号機については、地震（震度6弱）発生後、ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟに伴う原子炉停
止。その後、補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟの故障等によるSG水位低下で10条事象、大型航
空機の衝突に伴う中央制御室他の機能喪失等で15条事象に至る。特重施設
による炉心注水、1次系ﾌｨｰﾄﾞｱﾝﾄﾞﾌﾞﾘｰﾄﾞ運転を実施。

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：事故ｼﾅﾘｵと連動した可搬型モニタの設置等の訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(要員の離脱)
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：北海道電力（DVD)

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社）
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり（中国電力）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・中国電力（実連絡のみ）
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・高松支店(設営訓練（関係カ所との情報連携））
・要員派遣、通信連絡訓練、設営訓練（要素訓練として実施）)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・ロボット操作訓練(要素訓練として実施)

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察)
　・(統原防視察)即応センター：8訓練
　・(ＤＶＤ視察)即応センター、緊急時対策所：10訓練
　・(現場視察)　緊急時対策所：なし
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ（DVD）
　・九州電力（DVD）
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD）
　・九州電力（DVD）、北海道電力（現場視察）

①～③が実施されてる

○5件の問題点から5件の課題が抽出されている
○5件の課題に対して原因分析がされている
○5件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

対象外

○最大13分
　○第 3報     6分、　○第 7報     7分、　○第 8報     8分
　○第10報    13分、　○第12報    10分、　○第13報     7分
　○第16報     8分

2021年11月見直し

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：99％
・訓練参加者：113名、計画人数　：114名

訓練参加率：86%
・訓練参加者：86名、計画人数　：100名

オンサイト医療チームを発電所に招いて、机上演習を実施【2021/11/11】
オンサイト医療体制の実効性を検証するため、本年度の総合防災訓練において、
オンサイト医療に係る初動対応訓練を実施。【2022/1/25】
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
1／3

2-1評価 2-2評価 2-3評価

ａ ａ ａ

ａ ａ ａ

ａ ａ ａ

ａ ａ ａ

ａ ａ ａ

ａ ａ ａ

ａ ａ ａ

ａ ａ ａ

ａ ａ ｂ

ａ ａ ｂ

ｂ ｂ ｂ

ｂ ｂ ｂ

ｂ ｂ ｂ

ｂ ｂ ｂ

ｂ ｂ ｂ

ｂ ｂ ｂ

区分
情報共有・通報

（ＥＲＣプラント班との情報共有）
指標２

 ２－１～２－３について以下の基準で個別評価
 し､その結果で全体としての評価を行う
　 a: 必要な情報に不足や遅れがなく、積極的
　　　に情報共有が行われている
 　b: 特段の支障なく情報共有が行われている
　 c: 情報共有に支障があり、改善の余地がある

評価対象の
考え方など

 ２－１：現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の状況、負傷者の発生等の発生イベント、現況について、
　　　　ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評価する。
　　　　必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価する。

 ２－２：事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策）について、ＥＲＣプラント班との情報共有が
　　　　十分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価する。

 ２－３：事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況について、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評価する。
　　　　必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価する。 A(ａａａ)：必要な情報に不足や遅れがなく、

　　　　　　　　積極的に情報共有が行われている

 B(aab,ａｂｂ,ｂｂｂ)：特段の支障なく､情報共有
　　　　　　　　が行れわている
 C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時に施設全体の現況について、テレビ会議システ
ム等での発話等により説明ができたかを評価の観点とする。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。

発
電
所

志賀原子力発電所 R4.1.21 柏崎刈羽発電所 R4.2.4

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

必要な情報に不足や遅れがなく、
積極的に情報共有が行われている

9 特段の支障なく情報共有が行われている 8
情報共有に支障があり、改善

の余地がある
0

R4.3.4 川内原子力発電所 R4.1.18 泊発電所 R3.11.26

美浜発電所 R3.9.24 玄海原子力発電所 R3.10.1

東海第二発電所

浜岡原子力発電所 R4.3.1

R4.2.25

高浜発電所 R3.11.19 島根原子力発電所 R3.12.9

東通原子力発電所 R3.10.8

大飯発電所 R4.2.18 女川原子力発電所福島第一･第二原子力発
電所

R3.9.10

プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラグがなく、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後のEALの進展、戦略の全体像等の情報をまと
めて説明していた。

美浜発電所 3.9 3.8 3.7
プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラグがなく、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後のEALの進展、戦略の全体像等の情報をまと
めて説明していた。

特
徴
的
な
実
施
内
容

発電所 特記事項事故・プラ
ント状況

進展予測
と収束戦略

戦略の進
捗状況

志賀原子力発電所 4.0 3.8 3.8

プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラグがなく、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後のEALの進展、戦略の全体像等の情報をまと
めて説明していた。

玄海原子力発電所 3.4 3.3 3.4
プラント状況等について積極的に情報共有され、戦略の全体像や対策の進捗については情報が限定的なものもあったが、基本的に必要な情報が前広に共有されていた。

大飯発電所 3.8 3.8 3.7
プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラグがなく、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後のEALの進展、戦略の全体像等の情報をまと
めて説明していた

高浜発電所 3.6 3.7 3.8
プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラグがなく、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後のEALの進展、戦略の全体像等の情報をまと
めて説明していた。

全般的に発生事象を五月雨式に情報提供するだけで、施設の全般的な状態や戦略の全体像の説明が乏しい等、事故対策の全般を理解するための情報が不足していた。

柏崎刈羽発電所 3.6 3.6 3.4

東通原子力発電所 3.0 3.0 2.9
全般的に発生事象を五月雨式に情報提供するだけで、施設の全般的な状態や戦略の全体像の説明が乏しい等、事故対策の全般を理解するための情報が不足していた。

福島第一･第二原子力発電所 3.4 3.3 3.4
プラントの状況等について、積極的に情報共有され、基本的に必要な情報が前広に共有されていた。

東海第二発電所 3.3 3.2 3.2
プラント状況等について、積極的に情報共有され、基本的に必要な情報が前広に共有されていた。

川内原子力発電所 3.1 3.0 2.9

全般的に発生事象を五月雨式に情報提供するだけで、施設の全般的な状態や戦略の全体像の説明が乏しい等、事故対策の全般を理解するための情報が不足していた。

浜岡原子力発電所 2.7 2.3 2.4
プラント状況について情報共有されていたが、事故収束対応戦略、その進捗状況について情報共有の遅れや全体像の説明が十分でなかった。

女川原子力発電所 2.7 2.9 2.8
全般的に発生事象を五月雨式に情報提供するだけで、施設の全般的な状態や戦略の全体像の説明が乏しい等、事故対策の全般を理解するための情報が不足していた。

島根原子力発電所 2.7 2.7 2.7
全般的に発生事象を五月雨式に情報提供するだけで、施設の全般的な状態や戦略の全体像の説明が乏しい等、事故対策の全般を理解するための情報が不足していた。

泊発電所 2.8 2.4 2.6

備
考

敦賀発電所 2.0 2.3 2.5
全般的に情報提供に遅延が見られ、情報の取捨選択、優先順位を考慮した情報提供ができていない。
情報共有ツールを活用した積極的な情報発信ができていない。

伊方発電所 2.2 2.1 2.1
全般的に現場から上がってくる情報を五月雨式に情報提供するだけで、施設の状況や事故対策を理解するための情報が不足していた。
ERC対応ブースの連携がとれておらず、責任者が機能していたか疑問。

敦賀発電所 R3.12.3

伊方発電所 R4.1.25



評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
2／3

高浜発電所 柏崎刈羽原子力発電所 川内原子力発電所 東通原子力発電所 伊方発電所

大飯発電所 玄海原子力発電所 東海第二発電所 泊発電所 敦賀発電所

志賀原子力発電所 福島第一・第二 島根原子力発電所 女川原子力発電所

美浜発電所 　　　　原子力発電所 浜岡原子力発電所

３－１ プラント情報表示システムの使用 ３－２ リエゾンの活動３－２ リエゾンの活動 ３－３ ＣＯＰの活用 ３－４ ＥＲＣ備付け資料の活用

A A A A

A A A A

A A A A

A A A

A A A

A A A A

A A A A

A A A

A

A A

A A A A

A A A A

A A A A

B 運転 A B A

B 運転 A B A

B 運転 B B A

B 運転 B B B

区分
情報共有・通報

（情報共有のための
ツール等の活用）

指標３

３－１プラント情報表示システムの使用
　A：プラント情報表示システムの使用に習熟し､情報
　　共有に活用した
　B：特段の支障なく情報共有が行われている
　C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－２リエゾンの活動
　A：情報共有に係る即応センターの補助ができていた
　B：特段の支障なく情報共有が行われている
　C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－３ＣＯＰの活用
　A：ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に
　　資した
　B：特段の支障なく情報共有が行われている
　C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－４ＥＲＣ備付け資料の活用
　A：情報共有において必要な際、備付け資料が活用
　　されていた
　B：特段の支障なく情報共有が行われている
　C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

評価対象の
考え方など

３－１プラント情報表示システムの使用：実対応と同じプラント情報表示システムにおいて、ＥＲＣプラント班と即応センターが同様
　　　の画面（インターフェース）を使用してプラントパラメータ（プラント状態の説明、特定事象の説明、進展予測など）等の情報共
　　　有しているかを評価する。
      　（プラント情報表示システムとは、ＥＲＳＳ、ＳＰＤＳ、これと同等のプラント情報表示システム、又はこれに準ずるプラント情報表示システムのことで
　　　  あり 、ＥＲＣプラント班と即応センターで同一の情報を同一のタイミングで同一の画面で情報共有できるものであって、かつ、ＥＲＣプラント班また
　　　　は即応センターがそれぞれで必要な時に必要な情報を自由に選択して入手できるものをいう。）

３－２リエゾンの活動：ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、即応センターを補助するという目的に応じ事業者が定めるリエ
　　　ゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラント班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班の意向
　　　等を即応センター等に伝達しているか等、リエゾンの活動を評価する。

３－３ＣＯＰの活用：ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＣＯＰを用い情報共有がなされているかを評価する。
　　　ＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣＯＰに手書きで記載することなどにより速やかな情報共有がなされているかを
　　　評価する。
　　　　※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略、戦略の進捗状況について認識の共有のために作成される

　　　　　　図表であって、各社で様式や名称は異なる。

３－４ＥＲＣ備付け資料の活用：ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＥＲＣ備付け資料を使用して情報共有を
　　　しているかを評価する。
また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。

0

発
電
所

R3.9.24 R4.2.4 R4.1.18 R3.10.8 R4.1.25

R3.11.19 R4.3.4

集
計

４項目のすべてでＡ 11 １つ以上でB 6 １つ以上でC

R3.11.26

R4.1.21 R3.12.9 R4.2.25

R4.2.18 R4.3.1

R3.10.1

R3.9.10

特
徴
的
な
実
施
内
容

発電所 評価 想定 情報表意装置 発電所

川内原子力発電所 3.7 運転 ERSS

美浜発電所 3.9 運転

東通原子力発電所 2.9 ERSS 島根原子力発電所

敦賀発電所 2.4 FS-simulator 敦賀発電所

3.9 高浜発電所 3.7

大飯発電所 3.9 運転 ERSS 志賀原子力発電所

評価 発電所 評価値

高浜発電所 3.9 運転 ERSS 大飯発電所

3.9 志賀原子力発電所 3.7

美浜発電所 3.3
3.9 A

3.9 大飯発電所 3.4

柏崎刈羽原子力発電所 3.7 運転 ERSS+SPDS 福島第一・第二

ERSS 美浜発電所

3.8 島根原子力発電所 3.2

志賀原子力発電所 3.4 運転 FS-simulator 浜岡原子力発電所

　　　　原子力発電所 玄海原子力発電所 3.3

玄海原子力発電所 3.6 運転 ERSS 高浜発電所

A
福島第一・第二

3.4

3.5 柏崎刈羽原子力発電所 3.1

　　　　原子力発電所

3.6 東通原子力発電所 3.2

福島第一・第二 川内原子力発電所

泊発電所 柏崎刈羽原子力発電所 　　　　原子力発電所3.4

A 停止 ERSS+SPDS

玄海原子力発電所 3.5

島根原子力発電所 3.5

3.4

3.1
東海第二発電所 3.4 福島第一・第二

東海第二発電所 3.2 運転 FS-simulator 泊発電所 3.4 女川原子力発電所 3.1

浜岡原子力発電所 3.3 運転 FS-simulator 東通原子力発電所 東海･東海第二発電所 3.1

3.3 運転 ERSS

3.3

3.3 泊発電所 2.7

島根原子力発電所 3.2 運転 ERSS+SPDS 玄海原子力発電所 3.3 川内原子力発電所 3.0

2.7 浜岡原子力発電所 2.1

2.6

伊方発電所 2.7 SPDS-Web 伊方発電所 2.9 敦賀発電所 2.5

女川原子力発電所 2.9 ERSS 女川原子力発電所 3.1 伊方発電所

備
考

3.6

A
　　　　原子力発電所

発電所 評価値

高浜発電所 3.8

柏崎刈羽原子力発電所 3.8

志賀原子力発電所 3.7

R4.12.3

伊方発電所 3.0

敦賀発電所 2.1

浜岡原子力発電所 3.3

川内原子力発電所 3.2

泊発電所 3.1

東海･東海第二発電所 3.4

大飯発電所 3.6

美浜発電所 3.6

東通原子力発電所

女川原子力発電所 3.0



評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
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志賀原子力発電所 玄海原子力発電所 島根原子力発電所 敦賀発電所 柏崎刈羽原子力発電所
高浜発電所 福島第一原子力発電所 女川原子力発電所 川内発電所
美浜発電所 福島第二原子力発電所 泊発電所 東通原子力発電所
大飯発電所 東海第二発電所 浜岡原子力発電所 伊方発電所

志賀原子力発電所 ○ ○ ○ ○ 志賀原子力発電所 ７通 ７通 柏崎刈羽原子力発電所 ○ ○
高浜発電所 ○ ○ ○ ○ 高浜発電所 ６通 ６通 ○
美浜発電所 ○ ○ ○ ○ 美浜発電所 2通 2通 ○
大飯発電所 ○ ○ ○ ○ 大飯発電所 2通 2通 ○
玄海原子力発電所 ○ ○ ○ ○ 玄海原子力発電所
福島第一原子力発電所 ○ ○ ○ ○ 福島第一原子力発電所 ３通 ３通
福島第二原子力発電所 ○ ○ ○ ○ 福島第二原子力発電所 ４通 ４通
東海第二発電所 ○ ○ ○ ○ 東海第二発電所 5通 5通
島根原子力発電所 ○ ○ ○ ○ 島根原子力発電所
女川原子力発電所 ○ ○ ○ ○ 女川原子力発電所
泊発電所 ○ ○ ○ ○ 泊発電所
浜岡原子力発電所 ○ ○ ○ ○ 浜岡原子力発電所
敦賀発電所 ○ ○ ○ ○ 敦賀発電所

注：状況報告数は第25条報告に添付されたﾌﾟﾗﾝﾄ状況､ﾓﾆﾀ･気象情報の様式数

柏崎刈羽原子力発電所

注：状況報告数は第25条報告に添付されたﾌﾟﾗﾝﾄ状況､ﾓﾆﾀ･気象情報の様式数

伊方発電所

東通原子力発電所
伊方発電所

▲※３
○

▲※１
▲※２

○

▲※４

○
○
○

○
○

川内発電所

川内発電所 ０通4通判断フロー図
５通８通

②関連

１通

Ｂ Ｃ

４つ該当 13 ３つ該当 4 ２つ以下 0

区分 情報共有・通報 指標４

確実な通報・連絡の実施
　①通報文の正確性
　②ＥＡＬ判断根拠の説明
　③１０条確認会議等の対応
　④第２５条報告

評価対象の
考え方など

特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅速に行われているか評価する。

　① 特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事象に係る通報文について、記載の誤記、
　　　漏れ等がないことを評価する。
　　　なお、万一、誤記、記載漏れがあった場合は訂正報が確実に行われていることを確認する。

　② 事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る事象）に、通信機器（電話、テレビ会議
　　　システム等）においてＥＲＣプラント班に対し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。

　③ 上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
　　　の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議において組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対
　　　応等の説明を適切かつ簡潔に行われたか評価する。

　④ 第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われたか評価する。

R3.9.24 R3.9.10 R4.2.25 R4.1.18
R4.10.8
R4.1.25

R4.1.21 R3.10.1 R3.12.9 R3.12.3 R4.2.4

R4.2.18 R3.9.10 R3.11.26
R3.11.19 R4.3.4 R4.3.1

④第25条
報告

特
徴
的
な
実
施
内
容

発電所
①通報
の正確

性

②判断
根拠の
説明

③１０条確
認会議等の

対応

④第25
条報告

発電所
②関連

判断フロー図 １通

判断フロー図

※３：発生事象と対応の概要欄において設備機器の状況、故障機器の応急復
旧、拡大防止措置等の時刻、場所、内容について発生時刻に記載することとし
ているが、特になしと報告している。

判断フロー図 ４通 １通
判断シート

判断シート

状況報告

数注報告数
判断根拠の説明に

使用したﾂｰﾙ

④関連

判断フロー図 3通 ２通

判断シート 4通 4通

判断シート
判断シート
判断シート ４通 １通

４通 ４通
判断ﾁｬｰﾄ ２通 ２通

判断フロー図 ※４：10条確認会議で、具体的に判断根拠を説明ができなかった。

※２：発生事象と対応の概要、ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等
が適切に25条報告として報告されなかった。

※１：昨年度の課題に上げ改善活動に取り組んだが、発生事象と対応の概要
について、25条報告様式の注２に従った記載となっていない報告があった。

判断フロー図 １通 １通

東通原子力発電所

発電所

備
考

判断根拠の説明
に使用したﾂｰﾙ

報告数
状況

報告数注

判断シート
判断フロー図
判断フロー図

④関連
発電所

①通報
の正確

性

②判断
根拠の
説明

③１０条確認
会議等の対

応
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所
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Ａ



難易度の高いシナリオへの取り組み

2022年７月２１日

東京電力ホールディングス株式会社
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別添1－3



１．訓練内容
1

2022年2月4日に実施した柏崎刈羽原子力発電所の事業者防災訓練では,
地震起因の自動スクラムに加え,プラント内での複数火災発生および火災起因の
様々な影響も想定した緊急時対応能力の実効性を向上させる難易度の高いシ
ナリオに取り組んだ。

地震によるプラントスクラムと火災情報が錯綜する状況での現場状況の把握・情
報共有,火災によるプラント影響を考慮した対応戦略検討及び火災特有の環境
下での現場実動等,能力向上を促すことができるマルファンクションを設定した。
（ブラウンズフェリー発電所の火災事故を参考）
① 同時・複数箇所における火災発生
② 火災起因による計器・装置故障

 原子炉水位の監視［原子炉水位高L8／原子炉水位異常低L1.5同時誤発信］

 原子炉減圧機能喪失［主蒸気逃し安全弁開操作不能］

③ 消火活動の対応（消火装置不具合・アクセスルート障害）

概 要

能力向上を促す工夫

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社



２．訓練シナリオ（７号機の主な故障想定）
２

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

シナリオにおける設備故障は,地震・火災を起因とし,①~⑦の時系列で発生

秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社

①13:15 D/G(A)機能喪失
②13:20 RCIC/HPAC動作不能
③13:30  HPCF(C)トリップ
④13:40  炉水位L8/L1.5誤発信
⑤14:00 RHRポンプ全台喪失
⑥14:20  SRV開操作不能
⑦16:00  炉心損傷

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

【参考：設備等の略称】
RCIC:原子炉隔離時冷却系
HPAC:高圧代替注水系
HPCF:高圧炉心注水系
RHR:残留熱除去系
SRV:主蒸気逃がし安全弁
MUWC:復水補給水系

秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社

設
備
故
障
の
時
系
列



２．訓練シナリオ（７号機の時系列） 3

時 刻 主要イベント 火災影響 プラント状況

13:10 地震震度7
津波無し
AL地震

R/B B1階 A系非常用電気品室火災

13:15

C/B B1F トレンチ火災

＜凡例＞ ：主要イベント 赤字:火災直接影響・対応 青字：火災波及影響

SE2314:00

13:30

ハロン自動消火失敗／現場手動起動成功

D/G(A)軸受け火災

CO2自動消火失敗／手動起動失敗

RCIC蒸気ライン隔離

D/G(A)機能喪失

AL22,23

ケーブル処理室伝搬火災

ハロン自動消火失敗／現場手動起動成功

HPCF LS L8/L1.5 同時誤動作

SRV系DC電源喪失

SRV開操作不能

13:50 外部電源喪失

複数箇所での
火災発生

ハロン自動消火失敗／現場手動起動成功

14:20 地震震度6

GE22
D/G(B)トリップ全交流電源喪失
原子炉注水機能の喪失

炉心損傷

16:25

RHRポンプ全台喪失
D/G(A)室火災鎮圧

MUWCによる注水開始

自衛消防隊による
消火状況確認

GE28

消火栓による消火

原子炉自動スクラム成功

RCIC/HPAC動作不能

火災1 13:11

火災2 13:15

火災3 13:30

R/B B1階 RIPASD※室 煙流入

ハロン自動消火成功

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社

訓練終了

※原子炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置

1４:21

消
火
活
動
（
現
場
実
動
）

13:4013:53判断

13:25

AL４2

14:24判断

14:02判断

SE４2

GE４2

14:51判断

15:13判断

15:31判断
15:26

13:15判断

16:24

16:01判断
16:00 16:15

代替SRV駆動装置準備完了

減圧開始

14:20

屋内消火作業の
実動場面
(スライド7参照)



３．マルファンクションの設定
4

・地震により,７号機A系電気品室,D/G(A)軸受火災,R/B-C/Bトレンチ・ケーブル処理室
において火災が立て続けに発生,一部で火災伝搬・煙流入が発生

・ハロン自動消火,CO2自動消火についての作動成功／失敗に関する情報

① 同時・複数箇所での火災発生

ねらい 結 果

初期消火,通報,要員の

配置ができることを確認する。

運転員（自衛消防隊含む。）等は,事故時運転操作手順書

（AOP）に基づいた要員配置・装備の指示,消火設備不動作時の

手動起動といった初期消火の対応・通報等を行うとともに,火災状

況に応じて臨機に要員の再配置を実施した。

プラントへの影響も含む火災

情報の共有ができることを確

認する。

・発電所本部は,火報発報の有無，初期消火の状況,消火設備起

動状態等について，現場からの情報を発電所本部内に共有した。

・火災進展予測や火災起因による計器・装置故障を踏まえた適切

な戦術を判断するための情報を発電所と本社間で共有した。

・本社即応センターは,発電所からの情報を整理し,プラントへの火災

影響等の情報を共有・整理し，ERCに速報した。

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社



［L8／L1.5誤発信］
・地震により,7号機,R/B-C/Bトレンチ・ケーブル処理室火災が発生
・火災の影響により,HPCF LS L8/L1.5同時誤動作

３．マルファンクションの設定
5

② 火災起因による計器・装置故障(L8／L1.5誤発信・SRV開操作不能)

ねらい 結 果

速やかな水位監視と注入弁操
作ができることを確認する。

本部号機班は,炉水位L8/L1.5誤発信に対し,火災の影響に
よる誤動作と推定した上で,炉水位がL3からL8に維持されている
こと及び指示値にばらつきがないことの確認を実施し,HPCF注入
弁の弁単開を検討した。

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社

［SRV開操作不能］
・R/B-C/Bトレンチ・ケーブル処理室火災の影響により,SRV A系DC電源喪失
・SRV B系及びC系DC電源は地震により電源喪失したため,SRV開操作が不能

ねらい 結 果

原子炉減圧状況の把握,代替
SRV駆動装置の使用判断が
できることを確認する。

号機班は, 複数火災が発生する場面においても,迅速に原子炉
減圧が不可となっている状況を確認し,代替SRV駆動装置準備
を開始した。



３．マルファンクションの設定

［アクセスルート障害］
・D/G(A)室火災に対する放水消火において,R/B-C/B間トレンチのアクセスルートが使用不可

6

③ 消火活動の対応（消火装置不具合・アクセスルート障害）

［消火装置不具合］
・A系電気品室,D/G(A)軸受火災,トレンチ・ケーブル処理室において火災が立て続けに発生
・CO2自動消火設備の不動作のため,現場手動起動を試みたが失敗

ねらい 結 果

代替消火方法の検討・選
択ができることを確認する。

・運転員（自衛消防隊含む。）等は火災発生時の消火装置不具合
発生に対し,代替消火方法の検討を行い,消火栓による放水消火の選
択を判断した後,ホースの敷設と放水（模擬）を実施した。

ねらい 結 果

代替アクセスルートの検
討・選択ができることを確
認する。

運転員（自衛消防隊含む。）等は,火災情報の発話・メモを活用した
情報整理により,R/B-C/B間トレンチのアクセスルートが使用できないこと
を把握した上で,迅速に代替アクセスルートの検討・選定を実施した。

選定した代替アクセスルー
トを用いた消火活動を実
施できることを確認する。

運転員（自衛消防隊含む。）等は,防護扉開放に関する関係部署
への速やかな通報,安全確保のための煙の状況確認により,消火活動に
必要な代替アクセスルートを確保した上で,消火活動を実施した。

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社



４．訓練実施状況(火災対応の現場実動)
7

ERC
（緊急時対応センター）

原子力規制庁

柏崎刈羽原子力発電所 7号機

本社即応センター
（東京）

〇 現場指揮所において,現場要員に対する適切な配置等の指示を図面を活用して実施
〇 PHS 及びトランシーバーを活用して,迅速かつ詳細に緊急時対策所と現場の情報共有を実施
〇 屋内作業において,発煙及び火災状況に応じた初期消火・状況把握を実施

現場指揮所

緊急時対策所

屋内作業[D/G室火災対応]

煙の状況を確認するなど,安全を確保
をした上での消火活動

現場要員の適切な
配置等の指示

適切な装備と手順による消防車の
配備・操作

火災情報,
プラント状況等

の共有

火災情報
の共有

火災情報
の共有

火災情報,
プラント状況等
の共有

安全確保の
追加指示

図面を活用した認識合わせ

屋外作業[7号機建屋周辺]

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社



４．訓練実施状況(情報が錯綜する状況での情報共有)
8

〇 火災発生の報告だけでなく,火災が「電源・注水・除熱」の設備に及ぼす影響,原子炉圧力・
水位の計器類に及ぼす影響について,発電所と本社間で情報共有し,ERCに対し状況説明が
できた。

〇 緊急発話や火災発生の情報が連続する中,スピーカはCOP・備付資料（火災区画図等）
への手書きでスピーディーに対応できた。

［説明書画］
13：21 火災発生の説明

13:18に発電所で緊急発話された内容について,
備付資料の火災区画図上に整理して説明

［説明書画］
13：29 火災進展予測の説明

火災区画を基に,火災により機能喪失の恐れがある
設備の予測をプラント系統概要COP上で説明

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社

A系非常用電気品室
13：11 火報
13：12 カメラ
13：12 通報
ハロン自動消火失敗
手動起動開始

A系非常用電気品室の
区域をマーキング 機能喪失の恐れがある設備を「×」

でマーキング

× ×

×

×

× ×



５．訓練プレーヤーの所感と気づき 9

＜発電所＞
〇 運転中の7号機において,地震発生後のプラント状況に加えて,内部火災の情報を収集する

必要があり,本部内での情報共有に時間を要した。
〇 発電所本部が各号機の被害状況を踏まえて,火災対応を6号機統括が行うように役割分担

したことは,情報の流れを円滑にする上で有効であった。

＜本社即応センター＞
〇 火災の状況,延焼・プラントに及ぼす影響をERCに情報提供する上で, スピーカをバックアップ

する計画班員の配置が有効であった。
〇 地震・火災・プラント状況の情報を整理しつつ,優先度を判断した説明は概ねできた※ものの,

緊急発話の割り込みで説明を切り上げる場面もあり,短時間でも十分な情報共有ができるよう
な説明の工夫(火災発生状況の一覧表など)といった更なる改善も必要と感じた。
※炉心注水の最中に今後の対応を説明した点について,情報共有のタイミングとしては要改善という指摘あり。

訓練プレーヤーの所感

気づき
〇 火災の発生状況（監視カメラ,火報）については，写真を活用してプレーヤーに条件付与

したが,実際の現場では火災や煙がどのような挙動を示すか体験できないため,実体験できるよ
うな訓練が必要
⇒ 自衛消防隊員は,大規模な火災による熱さや煙が充満する環境下を体験する訓練に

積極的に参加させていくことが有効（海上災害防止センターでの訓練参加など）
©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社



６．内部火災シナリオへの取り組みについて
10

＜シナリオ作成段階で苦労した点＞
〇 火災発生から原子力災害に至る事故シナリオの参考として，ブラウンズフェリー発電所の火災

事故をイメージしたが，このような大規模火災での訓練シナリオは国内外での実例が少なく，
複数のシナリオ案を用意して,検討を行う必要があった。

〇 新規制基準が適用されているプラントでは火災防護対策が取られているため，複数箇所での
火災発生というシナリオを成立させるためには，本来の運用では許容されない可燃物の持ち込
みがなされていたことを想定に加える必要があった。

〇 対処能力の実効性を向上させるためのマルファンクションや,炉心損傷確率の高い区画での
火災発生など,シナリオを工夫するためには,プラント設備・機器の知識だけでなく,火災防護に
関する知識も求められるが,火災と原子力防災の両方の専門知識を有している担当者が少な
かったことから，各担当者が知見を出し合って進める必要があった。

〇 内部火災シナリオへの取り組みによって,プレーヤー側の対応能力向上だけではなく,訓練事務
局としてもシナリオ作成能力の向上を図ることができた。

〇 火災件数が多く,事象進展の速度も速かったため,プレーヤーが情報共有し,対応を検討す
ることができる時間の確保を考慮したシナリオ作成に留意することが必要
（社内振り返り及び社外コメントでも同様の意見あり。）

シナリオ作成段階で苦労した点

事務局としての気づき

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社



7．今後の取り組み
11

©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved. 秘密情報 目的外使用・複製・開示禁止 東京電力ホールディングス株式会社

今回の訓練で得られた改善点の是正,他社訓練ベンチマークによる良好事例

の取り込みを行うとともに,能力向上を促すことができるマルファンクションの工夫や

多様なシナリオへの取り組みを継続し,今後も緊急時対応能力の向上を図って

いく。

また,プレーヤーに対する訓練効果の向上という観点で,事務局側のシナリオ

作成に関するノウハウの継承・人財育成についても取り組んできたい。



12
参考 ブラウンズフェリー発電所１号機の火災事故



参考 火災影響を考慮した対応戦略検討
13

火災による延焼を受けない区画にあるMUWCを選択して注水戦術を立案

地震によるプラント状況の変化に加えて,火災進展予測や火災起因による計器・装置故障を
踏まえた適切な戦術を判断するとともに,発電所と本社間で情報共有して,ERCに速報できていた。



難易度の⾼いシナリオへの取り組み

2022年７⽉21日
北陸電⼒株式会社

別添1-4



１．訓練内容 1

2022年1⽉21日に実施した志賀原⼦⼒発電所の事業者防災訓練において，
内部火災が複数箇所で発生し，炉心損傷に至るとともに，最終的に格納容器
ベント準備実施に至る複合的なシナリオに取り組んだ。

内部火災対応を実動で実施する上で，以下のマルファンクションを設定し，高い
難易度のシナリオとすることで，現場実動や対応戦略検討の能⼒向上を図った。

概要

難易度を高くするための⼯夫

マルファンクション 主なねらい

➊ 現場対応者から複数の負傷者が発生 柔軟な体制変更の検討能⼒向上
❷ ⾃動消火設備不動作により煙が充満し現場作業を阻害

（消火作業及び炉心損傷防止のための操作阻害）
困難な状況下における消火対応能⼒向上

➌ ケーブル火災による計器故障
（⼀部パラメータの監視不能）

機器の使⽤継続可否判断能⼒向上



２．訓練シナリオ（２号機の主な故障想定） 2

① 9:45 地震発生 ⇒ D/G(A)(C)故障

② 10:30 余震発生 ⇒ 火災によりD/G(B)トリップ

④ 13:20 RCIC，代替高圧注水系（A-HPFL）故障
⇒ 原⼦炉減圧ができないため原⼦炉無注水 ⇒ 16:02 炉心損傷

② 10:30 主蒸気逃がし安全弁（SRV）開不可
現場でのSRV補助駆動装置※による減圧を
試みるも，火災による煙の影響により操作不可

③ 11:10 ケーブル火災発生 ⇒ RCIC流量信号喪失（⼿動で流量制御）

⑥ 17:10 可搬型代替海水ポンプ故障
⇒ 除熱⼿段喪失（PCVベント戦略選択）

①〜⑥︓時系列

⑤ 16:21 排煙完了後，SRV補助駆動装置
によるSRV開 ⇒ 低圧注水開始

※ 【参考】SRV補助駆動装置
施策︓窒素ガスボンベをSRVに接続して駆動（専⽤の駆動機構有り）
配置︓D/G(B)制御盤（現場にて操作が必要）



２．訓練シナリオ（２号機の時系列） 3

時刻 主要イベント・EAL 火災影響 プラント
09:45 地震震度6

津波無し
AL地震，AL22,23

地震加速度⼤スクラム成功
・外電喪失
・D/G(A)(C)起動失敗
・可搬型RSW 3台中2台転倒 他

R/B2階D/G(B)室火災

地震震度6
津波無し

10:30 SRV開不可
（SRV補助駆動装置による減圧戦略選択）

SRV補助駆動装置アクセス不可
D/G(B) トリップ（ RHR全台機能喪失）

R/B地下2階RIP-ASD盤室
RCIC系のケーブル火災

SE23

RCIC故障・A-HPFL起動失敗 ⇒ 無注水

D/G(B)室
火災鎮圧

自衛消防隊による煙充満下での消火活動

自動消火設備による消火
自衛消防隊による消火状況確認

R/B3階D/G(B) 制御盤室へ煙が流⼊➋

負傷者発生（自衛消防隊員）❶

＜凡例＞ ︓主要イベント 赤字:火災直接影響・対応 ⻘字︓火災波及影響 下線︓初発のEAL

Ｒ
Ｐ
Ｖ
減
圧
不
可

無
注
水SRV補助駆動装置接続作業開始R/B3階D/G(B)制御盤室の排煙完了

減圧開始 代替低圧注水系による
注水開始

可搬型代替海水ポンプ故障 ベント戦略選択

16:06

12:00〜13:04 中断
SE22,GE2213:20

炉心損傷

16:28

SE25,28

流量信号が喪失し，RCIC流量制御弁を⼿動操作にて流量制御 ➌
（RCIC流量が確認できないため，RCICタービン回転数と炉水位

を確認しながら注水操作）

10:45 AL25

SFPスロッシング

17:10

GTG故障（SBO）
14:00〜15:10 スキップ（以降，60分早めた訓練時刻を使⽤）
15:50 SE53

負傷者発生（現場運転員）❶AL53

16:21

GE25

(14:50)

(15:06)

(15:21)

(15:28)

(16:10)

()内は実時刻

炉心損傷を防止するための
唯一の現場操作場所

難易度を⾼くするための⼯夫
❶複数の負傷者発生
➋煙の充満
❸計器故障

R/B3階D/G(B)制御盤室の排煙開始

A-HPFLを起動しようとした場合は使⽤不可を付与



３．マルファンクションの設定

消火活動中の⾃衛消防隊員１名が転倒により負傷
（⾃衛消防隊員減少による消火対応戦略の検討が必要な状況）

4

中央制御室より火災状況の確認に向かった運転員１名が転倒により負傷
（運転員減少によるプラント操作及び火災状況確認の体制検討が必要な状況）

ねらい 結果

想定外の要員減少に
対する対応検討

⾃衛消防隊⻑は，安全確保を最優先とし，負傷した隊員を避難させた後，速や
かに残りの要員で役割分担を再編し，体制を確⽴して消火活動を再開

活動への影響確認 ⾃衛消防隊員は，体制を確⽴後速やかに消火活動を再開し，当初の消火戦略
を変更することなく活動を実施

ねらい 結果

要員が減少した状態に
おける役割分担変更

・当直⻑は，火災状況の確認による中央制御室の要員減を踏まえ，発電所本部の
プラント班に応援を要請

・運転員は，応援要員が到着するまでの間要員減の状態でプラント運転操作を継続
想定外の要員減少に
対する対応検討

当直⻑は，負傷者発生による想定外の要員減を踏まえ，迅速に火災状況を確認
するため，他号機の運転員に火災状況確認の応援を要請

活動への影響確認 ・当直⻑は，安全確保の観点から火災状況の確認を⼀時中断し，負傷者を退避
・その後，当直⻑は速やかに体制を再構築し，火災対応を再開

➊ 現場対応者から複数の負傷者が発生



３．マルファンクションの設定

・D/G(B)室にて火災が発生するが，⾃動消火設備が動作せず煙が充満
・D/G(B)室のケーブルトレイ（損傷部）を通じ，上階のSRV補助駆動装置が設置されている
D/G(B)制御盤室に煙が充満

・SRV補助駆動装置の操作を試みるも，煙の影響により現場（D/G(B)制御盤室）へアクセ
ス不可（原⼦炉減圧不可）

・排煙作業により，徐々に煙が薄まる状況を付与（SRV補助駆動装置による減圧可能）

5

➋ ⾃動消火設備不動作による煙の充満

ねらい 結果

適切なEAL判断 発電所本部⻑（発電所⻑）は，SRV開不可及びSRV補助駆動装置へのアクセス不
可を以て保守的に減圧不可と考え，低圧注水の⼿段が残っていても，GE22（原⼦炉
注水機能の喪失）を判断

排煙方法の検討 ⾃衛消防隊員は，局所排風機及び屋内から屋外への放水（エゼクター効果）による
排煙作業を実施

現場作業可否判断 発電所本部の緊急時即応班は，視界，酸素濃度及び有毒ガス有無を確認した上で，
2名体制で現場作業可と判断

作業安全への配慮 ⾃衛消防隊員は，扉温度を触診にて確認し，適切な装備を装着及び通信連絡⼿段を
確保した上で，2名体制で低姿勢にて消火活動を実施

詳細はスライド６＜補足＞参照



R/B 2階
D/G(B)室

D/G(B)
①燃料配管の損傷部から火災発生
⇒自動消火設備での消火不可を確認。排煙作
業で環境改善後，消火活動を実施。

３．マルファンクションの設定 6

<補足> SRV補助駆動装置によるSRV開の実施遅延

R/B 3階
D/G(B)制御盤室

SRV補助駆動装置

※ 新規制基準を超える想定
本来は火災防護区画が別で，
ケーブル貫通部には火災防護
対策を施⼯済

⑦排煙作業完了後，SRV開操作実施

②ケーブルトレイ貫通部の
⻲裂※を通じて煙が流⼊

出⼊口２箇所は地震によ
り扉が変形して⼊室不可

④扉2箇所が地震により変形（⼊室不可）
して排煙作業が遅延＜30分＞

③⾃動消火設備動作
（ハロンガス放出後，

30分間⼊室不可）＜30分＞

⑤当初設置した局所排風機が故
障。代わりに設置した局所排風
機の供給電源の不具合により，
排煙作業が遅延＜3時間＞

⑥排煙作業＜1時間＞

⇒自衛消防隊が所有するバール
にて扉を開放。

⇒作業時間短縮のため，通常２人作業であるが，
４人で実施。

⇒代替の局所排風機や可搬型発電機
を発電所内で捜索し，調達。

D/Gディタンク(B)より

合計５時間遅延



D/G(B)室火災対応中，RCIC系のケーブル火災が発生（⾃動消火設備に
より鎮圧）し，RCICの系統流量の確認不可

３．マルファンクションの設定 7

➌ ケーブル火災による計器故障（⼀部パラメータの監視不能）

ねらい 結果

RCIC使⽤可否判断 当直⻑は，原⼦炉水位変動，RCICタービンの回転数及び吐出圧⼒
からRCICを継続使⽤可と判断し，流量制御弁の⼿動操作により流量
調整を実施

消火対応の優先順位
や体制の検討

発電所本部の緊急時即応班は，火災規模，⾃動消火設備起動状況，
プラントへの悪影響，被害の拡⼤有無等を考慮した活動の優先順位付
けと活動体制の検討を実施
RCICのケーブル火災は，⾃動消火設備が動作していることから，現場
周辺を実際に確認し，被害拡⼤がないことを確認
⇒・D/G(B)室は⾃動消火設備が動作せず，煙の拡散等の火災の影

響拡⼤の恐れがあるため，最優先で消火活動を実施
・D/G(B)制御盤室はSRV補助駆動装置による原⼦炉減圧が最優
先の戦略であったため，D/G(B)室と並⾏して排煙活動を実施



４．訓練実施状況(内部火災) 8

屋内作業（消火・排煙）

現場指揮所

緊急時対策所

ERC
（緊急時対応センター）

原⼦⼒規制庁

即応センター

屋外作業（消防⾞配備）

志賀原⼦⼒発電所

原⼦⼒本部

︓情報の流れ



４．訓練実施状況(戦略検討) 9

13:20の原⼦炉注水機能喪失を受けて，炉心損傷をただ待つのではなく，
ぎりぎりまで炉心損傷回避のための戦略を⽴案

抜粋

SRV補助駆動装置へのアクセスができない状況（煙充満のため）において，考えられ得る
注水・減圧⼿段を検討



５．各拠点での⼯夫と気づき 10

＜発電所＞
・ 現場では，発電所本部と共通の図面，トランシーバー及びヘッドマウントディスプレイ

（リアルタイムに現場映像を発電所本部へ伝送）を活⽤し，迅速かつ詳細に発電
所本部と情報共有した。

各拠点での⼯夫

気づき
・ 訓練では実際の炎や煙を使えず，炎や煙のイメージを持ちながら活動を⾏ったが，

実際に火災が発生した場合には炎や煙の挙動がどのようになるのかイメージが持ちにくい。
⇒ これまで実施していた煙中訓練に加え，炎や煙の挙動を理解するため，火災VRや

動画教材を活⽤するなど，今後の教育方法を検討

・ 発電所本部では，現場からの情報に基づいて，内部火災対応フローやチェックシート
を活⽤して必要な戦略検討を⾏い，現場への指示や関係箇所と情報共有した。

＜即応センター＞
・ 即応センターでは，発電所からの情報に加え，備付資料（火災区画図や消火設備

概要図等）を活⽤して火災の状況をわかりやすくERCに説明した。



６．シナリオ作成上での⼯夫点 11

・より緊迫感のある訓練を実施するため，火災による単⼀故障だけで
はなく，火災特有の煙の充満による操作遅延を⼀因として，その他
高圧注水系の機能喪失と相まって炉心損傷に至るシナリオを作成し
た。

・これまでは，発電所及び本店の原⼦⼒防災担当箇所が主体と
なってシナリオ作成をしていたが，火災防護担当箇所や⾃衛消防
隊管理箇所を事務局に加えて密に連携することで，火災防護に係
る新規制基準の内容や消火対応の詳細をシナリオに取り込んだ。そ
の結果，より難易度の高い実効的な訓練となった。



７．今後に向けて 12

今後も，このような多様なシナリオに取り組むことにより，実動能⼒，
意思決定及び情報共有の習熟を図っていく。

以上

また，技術伝承による要員の養成，他社の良好事例の取り⼊れ
及び訓練を通じた日々の改善を継続的に⾏い，より⼀層の緊急時
対応能⼒の向上を図っていく。



８．補足 13

略称

分類 略称 名称

高圧注水設備
HPCF 高圧炉心注水系
RCIC 原⼦炉隔離時冷却系
A-HPFL 代替高圧注水系（蒸気駆動）

低圧注水設備
RHR 残留熱除去系
A-LPFL 常設代替低圧注水系
MA-LPFL 可搬型代替低圧注水系

代替注水設備 MUWC 復水補給水系
補助注水設備 CRD 制御棒駆動機構
原⼦炉減圧 SRV 主蒸気逃がし安全弁

その他
CUW 原⼦炉冷却材浄化系
SLC ほう酸水注⼊系
RIP-ASD 原⼦炉冷却材再循環ポンプ可変周波数電源装置
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１．はじめに

3

2021年12⽉3⽇に実施した敦賀発電所原⼦⼒防災訓練（以下，「敦賀総合訓練」とい
う。）において，原⼦⼒規制庁緊急時対応センター（以下，「ERC」という。）との情報共有に
ついて問題点が抽出されたたため，原因分析を⾏い，改善策の⽴案及び検証を実施した。

○抽出された問題点
発電所対策本部と本店対策本部間の情報フローに基づく情報共有には問題なかったものの，
本店対策本部内の情報共有に係る体制に問題があった。
問題点Ⅰ︓ERCプラント班へのタイムリーな情報発信ができなかった
問題点Ⅱ︓ERCプラント班への情報共有ツールを活用した積極的な情報発信ができなかった

○改善策の⽴案・検証
抽出された問題点に対して，原因分析を⾏い，改善策を検討し，その検証及び定着を⾏う
ための要素訓練を実施した。
また，他事業者による改善状況のレビューを受けた後，東海第二発電所原⼦⼒防災訓練
（以下，「東海第二総合訓練」という。）にて改善効果を確認した。



２．敦賀総合訓練で得られた要改善点

4

問題点Ⅰ︓ERCプラント班へのタイムリーな情報発信ができなかった
説明

伝達遅延

メモ メモ メモ

メモ メモ

伝達 補足・修正
発話指示

ERCプラント班ERC対応班
スピーカ

情報班
確認者

ERC対応班
総括

情報班
伝達係

メモ

メモ メモ

情報班
情報作成者

説明
伝達遅延

メモ

原因①︓優先すべき情報の理解不足により，重要情報の伝達が
遅延するとともに，メモ情報も不⼗分な情報量

発
電
所
情
報

プラント状況
EAL
戦略
対応手順 等

対応手順
戦略
進展予測 等

メモ メモ
発話指示

ERCプラント班ERC対応班
スピーカ

情報班
確認者

ERC対応班
総括

情報班
伝達係

発話情報班
情報作成者

メモ

メモ メモ

技術班
情報作成者

技術班
確認者

メモ 技術班員 メモメモ

プラント状況
EAL 等

改善策① 発電所情報作成担当の最適化
⇨タイムリーかつ充実した情報の共有を期待

改善策②
優先すべき情報の明確化
各要員への教育
⇨優先順位を考慮した
円滑な情報伝達に期待

情報伝達
の遅延

原因②︓
情報の取捨選択が不⼗分

改善前

改善後

発
電
所
情
報



２．敦賀総合訓練で得られた要改善点

5

問題点Ⅱ︓ERCプラント班への情報共有ツール※を活用した積極的な情報発信が
できなかった

メインスピーカ

ERC
TV会議モニタ

サブスピーカ

ERC対応班
総括

ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド

ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド

QA対応
ホワイトボード対応

プラント情報表示システム
（速報情報）

＜ERC対応ブース＞

メモ

書画カメラ

確定情報（情報班より）

※情報共有ツールとは，プラント情報表示システム，COP，共有資料のことをいう

原因①︓プラント情報表
示システム（速報情報）
の活用不足

COP
メモEAL

原因②︓プラント時系列書画モ
ニタ（速報情報）の活用不足

原因③︓COPを
活用し，全体を
俯瞰した情報共
有が不足

ホワイトボード

プラント情報表示システム
（速報情報）

メインスピーカ

ERC
TV会議モニタ

サブスピーカ

ERC対応班総括

SS補助者MS補助者

＜ERC対応ブース＞

書画カメラ

QA対応
ホワイトボード対応

改善策①
スピーカ補助者
を配置

情
報
班

技
術
班

確定情報
（技術班，
情報班より）

※

※ホットライン
（インカム）
設置 メモ

EAL
COP メモ

改善前 改善後

フルスコープシミュレータ
画面を伝送

※

改善策③情報共有ツールを活用した説明に関する
具体的な情報発信方法のルールを作成

改善策②体制・レイアウトの変更
(総括は全体管理・指⽰)

⇨総括指⽰の下，プラント状況変化時における，
情報共有ツールを活用した積極的な情報発信に期待



３．敦賀での改善→東海への反映

6

⽴案した改善策の有効性を検証するにあたり，⾃社での訓練の他，敦賀総合訓練にて本店
対策本部の評価を頂いた東京電⼒HD殿に，要素訓練での模擬ERC対応及び評価の協⼒を
頂いた。

2021年12月 2022年1月 2022年2月 2022年3月
敦賀総合訓練 ▼12/3

要素訓練
（検証訓練）

▼ ▼

▼ ▼ ▼

▼ ▼

東海第二総合訓練 ▼3/4

本店個別訓練

発電所と連携
発電所と連携＋
東電HD殿による模擬ERC対応

東京電⼒HD殿
による評価

【要素訓練時の取り組み】
互いに在京である⽴地特性を活かし，当社より東電HD本社にリエゾンを実派遣し，より実践的な訓練を
実施した。
【評価・改善】
「プラント挙動に大きな変化の可能性がある状況では、SPDS等のパラメータに注視し、変化が⾒られた場合
には早急に共有すべき。」「火災については、消火活動の進捗、鎮圧の確認までを報告した方がよい。」等の
評価を頂き，体制や発話ルールの⾒直し等の改善を実施。
敦賀総合訓練，要素訓練，東海第二総合訓練を同じ評価者に評価頂き（定点観測），敦賀総合訓
練で抽出された課題に対して，東海第二総合訓練では概ね改善されているとの評価をいただいた。

他事業者の協⼒による効果⇨説明性の向上に大きく寄与



４．東海第二発電所総合訓練での改善効果の確認

7

2022年3⽉4⽇に実施した東海第二総合訓練では，検証を重ねた改善策について，
その効果を確認することができた。

問 題 点 東海第二発電所総合訓練での評価

Ⅰ︓ERCプラント班へのタイムリー
な情報発信ができなかった

・EAL判断時及びパラメータ変化時において，本店情報
班及び技術班から伝達された情報（連絡メモ，COP及
び共有資料等）を用いて，速やかに情報発信ができた。
・重要情報（初発のSE・GE情報，炉心損傷判断情
報）について，緊急情報として，速やかに情報発信が
できた。

Ⅱ︓ERCプラント班への情報共有
ツールを活用した積極的な情
報発信ができなかった

・初動対応時，パラメータ変化時等において，プラント情
報表⽰システムを活用した積極的な情報発信ができた。
・プラント時系列書画を確認し，速報として地震情報や
炉心損傷判断情報等の重要情報について，積極的に
情報発信ができた。



５．まとめ

8

○敦賀総合訓練において抽出された問題点から，原因分析・改善策の
⽴案を⾏った。
○他事業者の協⼒を得て，要素訓練による改善策の検証及び定着を
実施した結果，東海第二総合訓練にて，改善効果が確認できた。

○引き続き，他事業者による訓練評価，他事業者訓練への協⼒及び
ベンチマークを⾏い，問題点の改善や良好事例の⽔平展開等，緊急
時対応⼒向上に努めていく。



【参 考】

9

問題点Ⅰ︓ ERCプラント班へのタイムリーな情報発信ができなかった（全項目）

問 題 原 因 改善策

①ERC対応班は，EAL判断時及び
EALに関連する重要なパラメータ変
化時においてERCプラント班への情
報発信が遅れる場面があった。

①情報班が作成するメモ情報に過不足
が生じていたため，情報伝達において，
メモ情報の内容説明に時間を要して情
報伝達に遅延が⾒られた。また，ERC
対応班総括はメモ情報等の過不足に
対する補足・修正に時間を要して遅延
した。

①情報班からERC対応班へ過不足なく
速やかに情報伝達するため，技術班の
⽀援を受けて情報整理等を⾏う体制
へ⾒直し，要員への教育・要素訓練で
の定着化を図る。

②ERC対応班は，炉心損傷判断
時等の事態が大きく変化している場
合において，ERCプラント班へ優先
して説明すべき情報を取捨選択し
て発信できない場面があった。

②ERC対応班は，⼊ってくる情報量の
多さと情報伝達が遅延していたため，
優先して発信すべき情報の整理に混乱
を招き，タイムリーな情報発信ができな
い場面があった。

②ERCプラント班に説明すべき優先度の
高い情報を明確化して，その情報が情
報班・ERC対応班内で確実に共通認
識が図られるルールを作成し，要員へ
の教育・要素訓練での定着化を図る。



【参 考】

10

問題点Ⅱ︓ERCプラント班への情報共有ツールを活用した積極的な情報発信が
できなかった（全項目）

問 題 原 因 改善策

①ＥＲＣ対応班はプラント情報表⽰
システムを活用したタイムリーな情報
発信ができない場面があった。

①ＥＲＣ対応班は，プラント情報表示
システムを連続して監視する者がいな
かったため，パラメータ変化の確認が遅
れた。

①メインスピーカ・サブスピーカそれぞれに
補助者を配置し，スピーカに情報提供
する体制に⾒直すとともに，要員への
教育・要素訓練での定着化を図る。

②ＥＲＣ対応班はプラント時系列書
画（発電所情報）を確認し，重要
情報を速報として情報発信できない
場面があった。

②ＥＲＣ対応班は，プラント時系列書
画（発電所情報）を連続して監視す
る者がいなかったため，ＥＡＬ判断情
報を速報として情報発信できなかった。

②ＥＲＣ対応班総括が，班内全体を
俯瞰して管理するとともにプラント状況
に応じた重要情報等の発信指⽰を⾏
える体制とし，要員への教育・要素訓
練での定着化を図る。

③ＥＲＣ対応班はＣＯＰを活用し，
全体を俯瞰した情報共有ができな
かった。また，図面等の共有資料を
使用した情報発信ができなかった。

③情報共有ツール※を活用した具体的
な情報発信方法の明確なルールを定
めていなかったため，全体を俯瞰した情
報共有ができなかった。

③情報共有ツールを活用した積極的な
情報発信を⾏う明確なルールを定める
とともに，要員への教育・要素訓練で
の定着化を図る。

※情報共有ツールとは，プラント情報表示システム，COP，共有資料のことをいう。
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評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
1/3

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

２－１
事故・プラントの状況

２－１
事故・プラントの状況

　現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の
状況、負傷者の発生等の発生イベント、現況につい
て、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評
価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応センター
から積極的に情報提供がされているかを評価する。

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

　事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向け
た対応戦略（対応策）について、ＥＲＣプラント班と
の情報共有が十分であるか評価する。必要な情報に不
足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供が
されているかを評価する。

２－３
戦略の進捗状況

２－３
戦略の進捗状況

　事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況に
ついて、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分である
か評価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応セン
ターから積極的に情報提供がされているかを評価す
る。

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示システ
ムの使用に習熟し、情報
共有に活用した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示システ
ムの使用に習熟し、情報
共有に活用した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

現行指標を継続する。

【補足説明】
・令和元年度の評価結果から、ツール等の活用の程度によっ
て、A評価の幅が大きい
・これを踏まえ、指標２と同様に、基準Aを細分化して評価す
る
・アンケートは5段階（大変良いが5、大変悪いが1）とし、3
以上をA、2以上をB、2未満をCとして評価に反映する。

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応セン
ターの補助ができていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応セン
ターの補助ができていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラント
班に共有され、情報共有
に資した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラント
班に共有され、情報共有
に資した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において必要な
際、備付け資料が活用さ
れていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において必要な
際、備付け資料が活用さ
れていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 現行指標を継続する。

【補足説明】
①について、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１
５条事象に係る通報に対して評価し、この訂正報は評価に含
めない。また、参考として、全ての通報・連絡及び報告の、
誤記、記載漏れ、訂正報の状況について確認する。
③の「速やか」とは、会議の主旨を鑑み、通報FAXの到着を待
たずに対応することを期待している。EAL判断から認定/確認
までの時間を確認し、時間を要している場合は一連の対応に
問題がなかったかを確認して評価する。また、会議において
組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対
応等の説明しているか、その内容が適切かつ簡潔であるか確
認する。
④の適切な間隔とタイミングは、訓練計画時にシナリオを踏
まえ、期待する間隔とタイミング、期待する報告内容につい
て確認する。

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

　特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅
速に行われているか評価する。
①特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事象
に係る通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考として、全て
の通報、連絡及び報告について、誤記、記載漏れがあった場合に事業者がこれを発見
し訂正報が確実に行われていることを確認する。
②事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る
事象）に、通信機器（電話、テレビ会議システム等）においてＥＲＣプラント班に対
し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。
③上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認
定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班からの会議招集に対し速やかに対応できた
か、会議において組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の
説明を適切かつ簡潔に行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われた
か評価する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定めている項目
（発生事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出状況、モニ
タ・気象情報など）の記載の有無）について評価する。
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【Ｐ】

情報共有のための情報フロー 前回訓練結果に対する分
析・評価が行われ、全体
を網羅した情報フローへ
反映している

全体を網羅した情報フ
ローを作成している

３

【Ｄ】
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用

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
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の
活
用

　ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、即応センターを補助するという目的に
応じ事業者が定めるリエゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラン
ト班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班の意向等を即応センター等
に伝達しているか等、リエゾンの活動を評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。

　ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＣＯＰを用い情報共有が
なされているかを評価する。ＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣＯＰに手
書きで記載することなどにより速やかな情報共有がなされているかを評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。
※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦
略、戦略の進捗状況について認識の共有のために作成される図表であって、各社で様
式や名称は異なる。

　ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＥＲＣ備付け資料を使用
して情報共有をしているかを評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。

　実対応と同じプラント情報表示システムにおいて、ＥＲＣプラント班と即応セン
ターが同様の画面（インターフェース）を使用してプラントパラメータ（プラント状
態の説明、特定事象の説明、進展予測など）等の情報共有をしているかを評価する。
　プラント情報表示システムとは、ＥＲＳＳ、ＳＰＤＳ、これと同等のプラント情報
表示システム、又はこれに準ずるプラント情報表示システムのことであり、ＥＲＣプ
ラント班と即応センターで同一の情報を同一のタイミングで同一の画面で情報共有で
きるものであって、かつ、ＥＲＣプラント班または即応センターがそれぞれで必要な
時に必要な情報を自由に選択して入手できるものをいう。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。

２

【Ｄ】

Ｅ
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　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準により個
別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準により個
別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

情報フローを作成してい
るものの、全体が網羅さ
れていない　又は　情報
フローを作成していない

　訓練実施前に、発電所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フローの
計画について確認する。
　情報フローとは、５つの情報（①ＥＡＬに関する情報、指標２に示す情報（②事
故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況）、⑤ＥＲ
Ｃプラント班からの質問への回答）について、いつ、どこで、だれが、なにを、どん
な目的で、どのように、の観点からみた、情報伝達の一連の流れをいう。
　また、情報フローの確認に際しては、前回訓練での情報共有における課題に対する
改善策を反映したものとしているかを確認する。

現行指標を継続する。

　事象の進展や事故収束戦略・
予測進展の変更といった状況変
化時や、適時に施設全体を俯瞰
した現況について、テレビ会議
システム等での発話等により説
明ができたかを評価の観点とす
る。
　また、訓練実施後に行うＥＲ
Ｃプラント班要員へのアンケー
ト結果も踏まえ評価に反映す
る。

現行指標を継続する。 が、指標２の全体の評価基準を一部見
 直す。

【補足説明】
・通信機器の操作（即応センターとＥＲＣプラント班を接続
する通信機器の操作）の確認として、訓練中の音声断のマル
ファンクションは継続する。
・アンケートは5段階（大変良いが5、大変悪いが1）とし、3
以上をa、2以上をb、2未満をcとして評価に反映する。(昨年
度と同様)
・令和2年度は、半数以上の事業所において評価がａａａであ
り、習熟が図られていることが確認されたことから、指標２
の全体評価において、ａａｂをＡからＢに見直す。

前回訓練結果に対する分
析・評価が行われ、全体
を網羅した情報フローへ
反映している

全体を網羅した情報フ
ローを作成している

区分 Ｎｏ． 指標

基準

令和３年度評価指標（実用発電用原子炉） 令和４年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標

基準

評価対象の考え方など

情報フローを作成してい
るものの、全体が網羅さ
れていない　又は　情報
フローを作成していない

情
報
共
有
・
通
報

１

【Ｐ】

情報共有のための情報フロー



評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
2/3

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
区分 Ｎｏ． 指標

基準

令和３年度評価指標（実用発電用原子炉） 令和４年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標

基準

評価対象の考え方など

５

【Ｐ】

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できる

訓練実施計画等が、一部
前回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できない

５

【Ｐ】

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できる

訓練実施計画等が、一部
前回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できない

現行指標を継続する。

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者受入れなし）

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づかな
い現場実動訓練を実施

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）かつ能
力向上を促せるような工
夫を凝らした訓練を実施

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者受入れなし）又は緊急
時対策所と連携した事故
シナリオに基づかない現
場実動訓練を実施

現行指標を継続するが、より難度の高い場面設定シナリオに
よる訓練を促すため、確認項目と評価基準を一部見直す。

【補足説明】
以下の観点で確認する
・実施状況：総合訓練、要素訓練など実動を実施した訓練の
種類
・テーマ：現場実動訓練のテーマ
・連携状況：現場と緊対所との連携の有無、その他即応
　センター等との連携の有無
・他事業者評価：受入れ状況
・能力向上を促せるような実効性のある想定や不測の事態発
生時における認知、判断及び対応能力を向上させるための実
効性を高める工夫が図られているか。

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下 現行指標を継続する。

【補足説明】
②の記者等の参加は、現実的な状況を模擬するため記者会見
で想定される厳しい質問に加え、一般市民の目線で広報がさ
れているかを外部の目で評価することを目的としている。
③の他原子力事業者広報担当等の参加は、原子力事業者が答
えにくい質問に加え、相互に評価することで対応力の向上を
目的としている。

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし 現行指標を継続する。

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 現行指標を継続する。

①～③は総合訓練のみを評価対象とする。

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施されてる ①及び②まで実施されて
いる

①のみ実施

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施されてる ①及び②まで実施されて
いる

①のみ実施 現行指標を継続する。

【補足説明】
・規制庁からの指摘で課題の抽出からやり直す社があったた
め、自主的に課題を抽出することを促す。

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

　事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の訓練の状況を評
価する。実動とは、物資又は人の移動を伴い、かつ、移動先で物資や人を実際に機能
させる訓練をいう（移動のみの場合は実動としない）。実動で訓練を行わない場合は
実連絡を訓練で行っているか確認する。実連絡とは、実対応と同じ連絡先と情報のや
り取りを実施することをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動
訓練への視察

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動
訓練への視察

　訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピアレ
ビュー等を求めるといった取組について確認する。
　①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。②は同一訓練で即応
センターと緊急時対策所の両方で受入れた場合に実績とする。③は原子力や防災に関
連する第三者機関による評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者として受け入れた
場合も実績に含める（指標７の現場実動訓練は含めない）。④は指標７の現場実動訓
練を１回以上視察した場合（評価者として参加した場合も含む）に実績とする。

現場実動訓練の実施 現場実動訓練の実施 　現場実動訓練の実施状況を評価する。
　評価対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故シナリオに基づき実施する緊急
時対策所の活動と連携した現場実動訓練を対象とする。
　総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場実動訓練を要素訓練や訓練シナ
リオ開発ワーキンググループ（Ⅱ型訓練）等として実施する訓練も評価の対象に含め
る。
　なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導訓練や原子力災害医療訓練等は
含めない。

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③他原子力事業者広報担当等
の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外
部への情報発信

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③他原子力事業者広報担当等
の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外
部への情報発信

　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うために、
どの程度現実的な状況を模擬しているか評価する。
　なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講師な
ども対象とする。⑤の情報発信ツールについては、模擬ＨＰ掲載文を作成し、模擬Ｈ
Ｐ等に掲載した場合にカウントする。
　広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を有す
る事業者であって、本店の広報班等が行う広報活動の内容が同一の場合に限り、他の
原子力事業所の訓練を評価の対象に含める。

適度なシナリオであり、
シナリオの多様化に努め
ていた

平易なシナリオであった 　対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤへ難度
の高い課題を与えているか、シナリオの多様化に努めているかを確認する。
　事業所の号機数と重大事故等を想定する号機数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発
生事象の深刻度、発災原因（自然災害、機器故障など）、プラント状態、場面設定
（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、
オフサイトセンターを想定した要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状
態）、これら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断分岐となるポイントやマル
ファンクションの数、マルチエンディング方式の採用などから、シナリオの多様化・
難度の取り組みについて総合的に確認する。

現行指標を継続する。 が、より難度の高いシナリオによる訓
 練を促すため、確認項目と評価基準を一部見直す。

【補足説明】
 令和2年度をベースに確認項目を１つ追加。併せて、評価基準
 を見直す。
①発災を想定する号機(複数又は全号機)
②能力向上を促せるような実効性のある事故シナリオか
  ・原子力災害の発生又は拡大の防止のために行う
    応急措置として実施する事故対処の能力向上に
    資する現場実働、プラント状態の把握を困難と
    する想定等、実効性を高める工夫が図られているか
③ＥＡＬ判断(複数の異なるＥＡＬ番号)
　・原子力防災管理者の判断を要しない
    EAL（地震、津波など)は評価外
④場面設定等(５つ以上の付与)
　・時間､場所､気象､体制､資機材､計器故障､人為的ミ
    ス､OFC対応､判断分岐､その他の区分で確認
  ・毎年全く同じ場面設定等とした場合、
    訓練プレーヤが    容易に予見可能であり、
    対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感
    維持することができないことから、多様化に努め
    ているとは言えない。

評価:すべてでＡ､３つ又は２つでＢ､他はＣ

難度が高く多様なシナリ
オに取り組んでいた

適度なシナリオであり、
シナリオの多様化に努め
ていた

平易なシナリオであった

６

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシナリ
オに取り組んでいた

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

　訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策
が有効に機能するものであるか検証できる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）と
なっているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含めて確認
する。
　また、訓練実施前に、訓練時における当該改善策の有効性を評価・確認の方法（例
えば、訓練評価者が使用する評価チェックリスト（改善策の有効性を検証するための
評価項目、評価基準などが明確になっているもの）が作成されていること）が明確に
なっているかを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓練を
含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

６

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

　訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練における課題を抽出し、そ
の課題に対する原因分析を行い、原因分析結果を踏まえた対策の検討が行われ、具体
的な対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の記載により確認
する。
　①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内ルール等と照らし何
ができて何ができなかったのか分析した上で自主的に課題を抽出していること、②に
ついては、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されているこ
とを確認する。
　なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価については、
この指標で確認する。



評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
3/3

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
区分 Ｎｏ． 指標

基準

令和３年度評価指標（実用発電用原子炉） 令和４年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標

基準

評価対象の考え方など

【Ｐ】 【Ｐ】

現行指標を継続する。

新規制基準適合炉は、現行指標を継続。
新規制基準適合未適合炉は、現在の設備状態を踏まえた事業
者資料を求める。現在の設備状態を踏まえた要素訓練も含め
る。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】 【Ｐ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】 【Ｐ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｄ】

　訓練コントローラの不備により混乱が生じ、訓練継続が危
ぶまれるような訓練統制上のトラブルがあったことから、訓
練統制を確認する。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行指標を継続する。

　すべての特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）を対象として、通
報に要した時間（原子力防災管理者が「特定事象の発生」を判断した時刻から、ＦＡ
Ｘ等にてＥＲＣプラント班に発信操作した時刻まで）を確認する。また、ＦＡＸ等の
着信確認を確実に行ったか、ＦＡＸ等が困難な状況において代替手段での通報・連絡
ができたかも確認する。

中期計画の見直し 中期計画の見直し 　中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価を実施し、当該計画へ
の反映の有無の検討を実施（必要に応じ計画に反映）し、対応能力向上に努めている
かを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を確認
する。

シナリオ非提示型訓練の実施状況 シナリオ非提示型訓練の実施状況 　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
　シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等といった
訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場合をシナリ
オ非提示とする。

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け資料に係る説明実績

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け資料に係る説明実績 　新規制基準適合プラントのうち保安規定認可済施設にあっては、ＥＲＣプラント班
に備え付けた事業者資料について、訓練実施前にＥＲＣプラント班要員に対する当該
資料の説明実績を確認する。なお、要素訓練も確認の対象に含める。

１０条通報に要した時間 １０条通報に要した時間

他事業者の改善に向けた取り組みへの協力 他事業者の改善に向けた取り組みへの協力 他事業者における改善に向けた取り組みに協力する等、事業者全般の事故対応能力の
向上のための活動に取り組んでいるか確認する。

評価指標だけで表せない取組等を記述する。 評価指標だけで表せない取組等を記述する。

緊急時対応要員の訓練参加率（事業所） 緊急時対応要員の訓練参加率（事業所） 　原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を
確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラ
を含めるが、評価者は含めない。
　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

緊急時対応要員の訓練参加率（即応センター） 緊急時対応要員の訓練参加率（即応センター） 　参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率
を確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラ
を含めるが、評価者は含めない。
　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

訓練統制 　パラメータ設定の誤りや訓練コントローラーの不適切な介入（条件付与）等の訓練
コントローラの不備により、参加者において混乱が生じるなど、訓練統制上のトラブ
ルが起きていないか確認する。
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訓練シナリオ開発ワーキンググループ 

令和3年度訓練結果とりまとめ 

 

令和４年７月２１日 

訓練シナリオ開発WG 

 

１．訓練実施経過等 

 

（１）Ⅰ型訓練実施（ＰＷＲ） 

実施日、 

対象 

発電所 

［令和元年度シナリオ］ 

令和3年 7月16日 関西電力 美浜発電所 

令和3年 7月20日 北海道電力 泊発電所 

令和3年 7月30日 日本原電 敦賀発電所 

令和3年 8月 6日 関西電力 高浜発電所 

令和3年 9月22日 関西電力 大飯発電所 

令和3年10月29日 九州電力 玄海原子力発電所 

［令和２年度シナリオ］ 

令和3年 8月 3日 関西電力 大飯発電所 

令和4年 3月24日 四国電力 伊方発電所 

令和4年 4月28日 九州電力 玄海原子力発電所 

概 要 各社訓練用シミュレータを用い、各社令和元年度及び令和2

年度の訓練シナリオ（炉の差異により細部は異なる）のも

と、緊急時対策所及び中央制御室の指揮者の判断、対応に

応じて事故の状況が展開するシナリオにより、その判断、

対応を評価   

 

（２）Ⅰ型訓練実施（ＢＷＲ） 

実施日、 

対象 

発電所 

［令和２年度シナリオ］ 

令和3年 6月18日 東京電力ＨＤ 柏崎刈羽原子力発電所 

令和4年 3月10日 北陸電力   志賀原子力発電所 

令和4年 3月24日 東北電力   女川原子力発電所 

令和4年 3月28日 中国電力   島根原子力発電所 

令和4年 3月31日 東北電力   東通原子力発電所 

令和4年 5月18日 日本原電   東海第二発電所 

令和4年 6月 3日 中部電力   浜岡原子力発電所 

 

別添３―１ 
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［令和３年度シナリオ］ 

令和4年 4月20日 日本原電   東海第二発電所 

令和4年 5月25日 東北電力   女川原子力発電所 

令和4年 6月17日 東京電力ＨＤ 柏崎刈羽原子力発電所 

令和4年 6月22日 中国電力   島根原子力発電所 

令和4年 6月29日 東北電力     東通原子力発電所 

概 要 各社訓練用シミュレータ又はＢＷＲ運転訓練センタのシミ

ュレータを用い、令和2年度及び令和3年度の訓練シナリオ

(炉の差異により細部は異なる）のもと、緊急時対策所及び

中央制御室の指揮者の判断、対応に応じて事故の状況が展

開するシナリオにより、その判断、対応を評価 

 

（３）Ⅱ型訓練実施    

実施日、 

対象 

発電所 

［令和２年度シナリオ］ 

令和3年 5月18日 中国電力   島根原子力発電所 

令和3年 5月26日 日本原電   東海第二発電所 

令和3年10月 6日 北海道電力  泊発電所 

令和3年10月14日 北陸電力   志賀原子力発電所 

令和3年10月25日 東京電力ＨＤ 福島第一原子力発電所 

令和3年10月27日 東京電力ＨＤ 福島第二原子力発電所 

令和3年10月27日 東京電力ＨＤ 柏崎刈羽原子力発電所 

令和3年11月 4日 中部電力     浜岡原子力発電所 

令和3年11月10日 東北電力     東通原子力発電所 

令和4年 1月20日 四国電力     伊方発電所 

令和4年 2月25日 東北電力     女川原子力発電所 

令和4年 3月 3日 関西電力   大飯発電所 

令和4年 3月 4日 九州電力     川内原子力発電所 

令和4年 3月10日 九州電力     玄海原子力発電所 

令和4年 3月15日 関西電力     美浜発電所 

令和4年 3月25日 関西電力     高浜発電所 

令和4年 3月25日 日本原電     敦賀発電所 

［令和３年度シナリオ］ 

令和4年 4月21日 北海道電力   泊発電所 

令和4年 4月27日 東北電力     女川原子力発電所 

概 要 各社令和2年度及び令和3年度の訓練シナリオ（可搬型設備

の差異により細部は異なる）のもと、現場の対応能力向上

につながる不測事態を発生させ、その対応を観察し、良好
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事例、改善事項を抽出 

・可搬型設備を出動させ、ケーブル展張、接続を行い、電源

供給を行う。 

 

（４）第 8回訓練シナリオ開発ワーキンググループ    

開催日 令和4年3月31日 

参加者 規制庁 金子緊急事態対策監 

    緊急事案対策室 川﨑企画調整官ほか 

事業者 北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、 

    北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、 

    九州電力、日本原電、ＡＴＥＮＡ 

概 要 令和3年度Ⅰ型訓練シナリオ（案）及び令和3年度Ⅱ型訓練

実施計画（案）等について議論 

 

（５）第 9回訓練シナリオ開発ワーキンググループ   

開催日 令和4年5月31日 

参加者 規制庁 金子緊急事態対策監 

    緊急事案対策室 古金谷室長ほか 

事業者 北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、 

    北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、 

    九州電力、日本原電、ＡＴＥＮＡ 

概 要 令和3年度におけるⅠ型訓練及びⅡ型訓練の取り組み及び

令和4年度訓練実施方針について議論 
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２．Ⅰ型訓練（ＰＷＲ）結果概要 

   

（１）訓練概要 

シミュレータで発生させる事故事象に対して、発電所指揮者の判断・指揮

活動及び情報収集活動等により、事故の収束を図る。 

訓練シナリオは、設置許可で想定している事象を大幅に超えていることに

加え、通常では想定していない対応をサクセスパスとした。この訓練シナリ

オにより、事象の影響を最小限に抑えて炉心損傷を回避する手段について発

電所の指揮者の臨機の対応、判断を評価した。  

なお、新型コロナウィルスによる感染防止を図る観点から、他事業者の評

価者については、発電所への受け入れを行わず、後日、訓練の様子を撮影し

たビデオを郵送し、評価を実施した。 

 

（２）訓練実施体制 

 ［令和元年度シナリオ］ 

・令和3年 7月16日 関西電力 美浜発電所 

訓練プレーヤー：中央制御室 ９名、緊急時対策所 ４名 

・令和3年 7月20日 北海道電力 泊発電所 

 訓練プレーヤー：中央制御室 ７名、緊急時対策所 ３名 

・令和3年 7月30日 日本原電 敦賀発電所 

 訓練プレーヤー：中央制御室 ７名、緊急時対策所 ４名 

・令和3年 8月 6日 関西電力 高浜発電所 

 訓練プレーヤー：中央制御室 ９名、緊急時対策所 ４名 

・令和3年 9月22日 関西電力 大飯発電所 

 訓練プレーヤー：中央制御室 ９名、緊急時対策所 ４名 

・令和3年10月29日 九州電力 玄海原子力発電所 

訓練プレーヤー：中央制御室 ６名、緊急時対策所 ４名 

 ［令和２年度シナリオ］ 

・令和3年 8月 3日 関西電力 大飯発電所 

訓練プレーヤー：中央制御室 ９名、緊急時対策所 ４名 

・令和4年 3月24日 四国電力 伊方発電所 

 訓練プレーヤー：中央制御室 10名、緊急時対策所 ３名 

・令和4年 4月28日 九州電力 玄海原子力発電所 

 訓練プレーヤー：中央制御室 ６名、緊急時対策所 ４名 

（ＷＧメンバーは、緊急時対策所と中央制御室において評価者として参加。） 
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（３）指揮者の対応、判断に対して得られた知見 

・少人数での対応や中央制御室と緊急時対策所との連携等、実践的な訓練で

あり、力量向上に有効であった。 

・様々な手段の中から優先すべきものを決定するシナリオであり、判断力の

向上につながる訓練であった。 

   

（４）Ⅰ型訓練において観察された良好事例等 

・Ⅰ型訓練において観察された良好事例、改善事項について整理。 

・このうち、過去の訓練で抽出され、各電力に展開した共通展開良好事例に

ついて、各電力ともに良好事例の取り込みが確認され、指揮者の臨機の対

応能力向上および判断能力の向上が確認された。 

・今回新たに各社に展開する共通展開良好事例は抽出されなかったが、整理

された良好事例・改善事項は各社に展開し、各電力において自社への取り

込みについて検討する。 

・今回得られた良好事例から、本ＷＧにおいて緊急時における指揮者の基本

対応を整理した「指揮者のあるべき姿」への反映を検討する。 

 

１）過去に各電力に展開した共通展開良好事例 

①事象進展に関する予測（炉心損傷までの時間情報）を緊急時対策所側から 

中央制御室指揮者へ共有（中央制御室、緊急時対策所） 

②要員管理表を使用したリソース管理（緊急時対策所） 

③ホワイトボード等を活用した情報共有（中央制御室、緊急時対策所） 

  ④３ＷＡＹコミュニケーションの実践（中央制御室） 

  ⑤重要な局面（事故発生時の事象判別、炉心損傷評価時など）におけるブリ

ーフィングの実施（中央制御室、緊急時対策所） 

 

２）良好事例、気付き事項、改善事項として整理した事例 

（○：良好事例、△：気付き事項、改善事項） 

＜中央制御室＞ 

①発生事象の状況把握 

〇必要な情報やパラメータの監視結果等が情報共有されていた。 

△クリティカルパラメータを設定して監視していたが、定期的なコール

または閾値による報告がなかった。 

②事象収束に向けた対応操作決定 

〇事象収束に向けた方針を決定し、ブリーフィング等により、対応操作

を指示していた。 
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③事象進展の監視・予測 

〇炉心損傷予測について、緊急時対策所との連携が取れており、関係者

全員に周知されていた。 

④要員管理 

〇適宜ブリーフィングを行い、役割分担を明確にしていた。 

〇地震発生時の要員安否確認が出来ていた。 

⑤コミュニケーション 

〇適宣ブリーフィングを行うと共にホワイトボードに時系列を記載し

情報の共有が行われていた。 

○３ＷＡＹコミュニケーションや、フォネティックコードを使用し、良

好なコミュニケーションを図っていた。 

△本部との情報共有は簡潔明瞭に実施されていたが、副発電長からの報

告が阻害される場面が確認された。 

⑥知識の活用 

〇各事象に対応した適切な所則を使用すると共に、所則の移行判断も的

確に行い、明確に周知していた。 

 

＜緊急時対策所＞ 

①発生事象の状況把握 

〇プラント状況・機器故障状況を的確に把握し、本部内で情報共有して

いた。 

△中央制御室からの情報を本部内で共有する際に、時刻が報告されてい

ないケースが度々あった。報告においては、何時何分に何が発生した

のかを報告するほうが良い。（ホワイトボードには時刻の記載あり） 

②事故収束に向けた活動と情報連携 

〇構外への放射性物質放出に伴う被ばくを懸念し、周辺の傾向監視に努

めるとともに、屋外放出の低減を検討していた。 

〇緊急時対策所の指揮者は、財産保護よりも安全を優先して、指示を行

っていた。 

△ＣＯＰは本部内全体に見えるようホワイトボード等を活用し戦略立

案したほうがより良いのではないか。 

③事象進展の監視・予測 

〇プラントパラメータを終始監視し、事象の進展予測を行っていた。 

④要員管理 

〇要員管理表を用いて現場要員の管理を行うとともに、要員の安全確保

にも配慮していた。 
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⑤コミュニケーション 

〇ホワイトボードを使用した情報共有や３ＷＡＹコミュニケーション

の活用により良好なコミュニケーションが図られていた。 

〇中央制御室の活動に影響が出ないように配慮していた。 

△ブリーフィング時、ホワイトボードに記載した事項を活用すれば更に

良かった。 

△地震発生後の構内アクセスルートの健全性について確認、情報共有が

必要。 

⑥知識の活用 

〇緊対所内でも事故時操作所則を用いた対応確認が行われていた。 
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（５）訓練評価の流れ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）今後の対応 

今回訓練において得られた良好事例、気づき、改善事項について、全事業者

において改善内容の検討、反映を実施する。 

 

 
○評価実施事業者（５社） 

関西、四国、九州、北海道、日本原電 

①訓練実績整理（チェックシート作成） 

 

○訓練実施事業者（関西、九州、北海道、日本原電、四国） 

 

 

必要に応じ事実確認 

 

○全 事 業 者 

 

（現在、各事業者において検討中） 

改善内容検討、反映 

②評価・改善 

③展 開 

良好事例  気づき、改善事項 

情報共有 

【チェックシートとりまとめ】 

良好事例、気付き事項、改善事項 

【気づき、改善事項集約】 

・改善内容検討、反映（自社）  
【良好事例集約】 

・共通の展開事例の検討 
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（７）これまでの主な改善例 
   これまでのⅠ型訓練において受けた気付き事項等に対する主な改善例を以下に示す。 
 

気付き事項等 改善内容 

・時系列の記載に必要な情報入手を、電話（スピーカー）、総括

指揮者及び保修対応要員の発言等から実施していたが、発言

が重なった場合等に時系列への記載が滞ることがあった。 

情報が錯綜する場面において、緊急時対策本部内で再度

情報を相互確認し、確実な情報共有を行う様に、関係者

へ周知した。 

・Ａ、Ｃ主蒸気管破断による２次冷却材喪失、Ｂ、Ｄ主蒸気逃し

弁開不能であり、Ｓ／Ｇでの除熱ができない場合の炉心損傷予

想時刻等を早期に共有した方がよい。 

炉心損傷予想時刻等を早期に共有できるように炉心損傷

までの時間の目安を記載した資料を配備するとともに、炉

心損傷のおそれがある場合に早期に共有するよう関係者

に周知した。 

・ＳＧＴＲ時のＲＣＳ減圧継続時は、野外モニタを継続監視し、

指示変化を周知されていたが、破損ＳＧの主蒸気逃がし弁を用

いた急速冷却開始時は、野外モニタの指示変化に対し積極的な

周知が無かった。 

直接屋外に放射性物質が放出されるため、野外モニタの指示変

化を緊急時対策所内でも積極的に監視・周知した方が良かっ

た。 

指揮者のあるべき振る舞いとして、マニュアルに反映（重

要なパラメータの周知）し、今後のＩ型訓練や自主訓練で

周知を図っていく。 

・緊急時対策本部内のブリーフィング中に、プレーヤーが電話応

答している時があった。 

 

ブリーフィング時の情報は重要であるため、ブリーフィン

グ開始後の電話は原則中断させる（重要なプラントのリス

ク・緊急操作等に係る情報は除く）などをマニュアルに反

映し、防災訓練などで有効性を確認するなど、対応能力の

向上に活用している。 

・破損ＳＧのＭＳＲＶ開放時には、作業者等の屋内退避をアナウ

ンスした方が良かった。 

・ＳＧＴＲ発生時は、放射性物質の直接放出経路があるため、作

業員等への配慮が必要であったが、所内一斉放送が無かった。 

作業員等の退避は既に実施していたものの、操作による被

ばくの可能性を考慮した所内周知が必要であることを関

係者に周知し、意識付けを行った。 

・炉心冷却が出来ていない緊迫したプラント状況において、炉心

水位は意識・共有していたものの、炉心出口温度等の関連する

パラメータについては声に出しての共有がなかった。 

クリティカルパラメータは全員で共有するよう関係者に

周知し、意識付けを行った。 
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３．Ⅰ型訓練（ＢＷＲ）結果概要 

   

（１）訓練概要 

シミュレータで発生させる事故事象に対して、中央制御室及び緊急時対策

所それぞれの指揮者及びその補佐役がプラント状況を把握し、双方が連携す

ることで判断根拠が共有され、事故対応にあたる組織を指揮・統括すること

により、事故の収束を図る。 

訓練シナリオは、設置許可で想定している事象を大幅に超えていることに

加え、通常では想定していない対応をサクセスパスとした。この訓練シナリ

オにより、事象の影響を最小限に抑えて炉心損傷を回避する手段について発

電所の指揮者の臨機の対応、判断を評価した。 

なお、新型コロナウィルスによる感染防止を図る観点から、他事業者の評

価者については、発電所への受け入れを行わず、後日、訓練の様子を撮影し

たビデオを郵送し、評価を実施した。 

 

（２）訓練実施体制 

［令和２年度シナリオ］ 

・令和3年 6月 18日 東京電力ホールディングス柏崎刈羽原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室９名（うち、評価対象者は２名）、 

          緊急時対策所32名（うち、評価対象者は４名） 

・令和4年 3月 10日 北陸電力志賀原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室９名（うち、評価対象者は２名） 

          緊急時対策所19名（うち、評価対象者は５名） 

・令和4年 3月 24日 東北電力女川原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室５名（うち、評価対象者は２名）、 

          緊急時対策所10名（うち、評価対象者は６名） 

・令和4年 3月 28日 中国電力島根原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室９名（うち、評価対象者は２名）、 

          緊急時対策所８名（うち、評価対象者は２名） 

・令和4年 3月 31日 東北電力東通原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室５名（うち、評価対象者は２名）、 

          緊急時対策所９名（うち、評価対象者は５名） 

・令和4年 5月 18日 日本原子力発電東海第二発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室６名（うち、評価対象者は３名）、 

緊急時対策所17名（うち、評価対象者は４名） 
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［令和３年度シナリオ］ 

・令和4年 4月 20日 日本原子力発電東海第二発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室６名（うち、評価対象者は３名）、 

          緊急時対策所15名（うち、評価対象者は４名） 

・令和4年 5月 25日 東北電力女川原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室５名（うち、評価対象者は２名）、 

          緊急時対策所10名（うち、評価対象者は６名） 

・令和4年 6月 17日 東京電力ホールディングス柏崎刈羽原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室８名（うち、評価対象者は２名）、 

          緊急時対策所32名（うち、評価対象者は４名） 

・令和4年 6月 22日  中国電力島根原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室８名（うち、評価対象者は１名）、 

          緊急時対策所７名（うち、評価対象者は２名） 

・令和4年 6月 29日 東北電力東通原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室５名（うち、評価対象者は２名）、 

          緊急時対策所８名（うち、評価対象者は５名） 

（ＷＧメンバーは、緊急時対策所と中央制御室において評価者として参加） 

 

（３）指揮者の対応、判断に対して得られた知見 

・中央制御室と緊急時対策所間の双方で連携すべき情報と共有のタイミン

グ及び方法の整理が必要 

・短期間で情報を正確に把握し、対応方針を決定することが求められる訓

練であり、力量向上に寄与 

 

（４）Ⅰ型訓練において観察された良好事例等 

・Ⅰ型訓練において観察された良好事例、改善事項について整理。 

・このうち、過去の訓練で抽出され、各電力に展開した共通展開良好事例に

ついて、各電力ともに良好事例の取り込みが確認され、指揮者の臨機の対

応能力向上および判断能力の向上が確認された。 

・今回新たに各社に展開する共通展開良好事例は抽出されなかったが、整理

された良好事例・改善事項は各社に展開し、各電力において自社への取り

込みについて検討する。 

・今回得られた良好事例から、本ＷＧにおいて緊急時における指揮者の基本

対応である「指揮者のあるべき姿」への反映を検討する。 

 

 



 

12 
 

１）過去に各電力に展開した共通展開良好事例 

①事象進展に関する予測（炉心損傷までの時間情報）を緊急時対策所側から 

中央制御室指揮者へ共有（中央制御室、緊急時対策所） 

②要員管理表を使用したリソース管理（緊急時対策所） 

③ホワイトボード等を活用した情報共有（中央制御室、緊急時対策所） 

  ④３ＷＡＹコミュニケーションの実践（中央制御室） 

  ⑤重要な局面（事故発生時の事象判別、炉心損傷評価時など）におけるブリ

ーフィングの実施（中央制御室、緊急時対策所） 

 

２）良好事例、気付き事項、改善事項として整理した事例 

（○：良好事例、△：気付き事項、改善事項） 

＜中央制御室＞ 

①発生事象の状況把握 

〇プラント状況に応じて、クリティカルパラメータを設定しプラント状

況を把握していた。 

△格納容器パラメータ（温度・圧力）の監視、報告はされていたが、連

続コール等は少ないように感じる。 

②事象収束に向けた対応操作決定 

〇発生事象を的確に把握した上で、優先順位を考慮した対応操作が指示

できていた。 

③事象進展の監視・予測 

〇今後の事象進展予測が共有され、今後必要となる対応操作を指示して

いた。 

④要員管理 

○安否確認を行い、適切な要員配置を指示していた。 

⑤コミュニケーション 

○適宜、ブリーフィングを行い、情報共有が行われていた。 
○ヒューマンパフォーマンスツールを使用し、良好なコミュニケーショ

ンを図っていた。 

△ブリーフィングを適切なタイミングにて実施していたが、本部からの

完了見込時間についての情報が不足していた｡ 

⑥知識の活用 

○事象に応じた適切な手順書を選択し、周知されていた。 
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＜緊急時対策所＞ 

①発生事象の状況把握 

○プラント状況やパラメータ推移を把握し、本部内で共有していた。 

△中央制御室からの連絡を後回しにして、ＴＳＣ内のブリーフィングを

優先していた。 

②事故収束に向けた活動と情報連携 

○緊急時対策所と中央制御室で、優先順位を考慮した戦略の共有が行わ

れていた。 

③事象進展の監視・予測 

○事象進展予測やＥＡＬ該当予測を共有していた。 

△対策本部で作成したＣＯＰや炉心損傷予測は書面（紙や電子データ）

でも中央制御室へ伝達することで、認識が共有できると思われる。 

④要員管理 

△電源復旧へ向けた依頼はしているが、終了見通しを把握していない。 

⑤コミュニケーション 

○ブリーフィングにより、情報共有が行われていた。 

△中央制御室から対策本部への情報共有は、発電課長がプラント対応か

ら離れてしまう時間を短縮できるように簡潔・明瞭な発話としたほう

が良い。 

⑥知識の活用 

○ＥＯＰ、ＳＯＰフローチャートを活用していた。  



 

14 
 

（５）訓練評価の流れ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）今後の対応 

今回訓練において得られた良好事例、気づき、改善事項について、全事業者

において改善内容の検討、反映を実施する。 

  

 
○評価実施事業者（６社） 

東北電力、東京電力ホールディングス、中部電力、北陸電力、 

  中国電力、日本原子力発電 

①訓練実績整理（チェックシート作成） 

 

○訓練実施事業者（東北電力、東京電力ホールディングス、中部電

力、北陸電力、中国電力、日本原子力発電） 

 

 

必要に応じ事実確認 

 

○全 事 業 者 

 

（現在、各事業者において検討中） 

改善内容検討、反映 

②評価・改善 

③展 開 

良好事例  気づき、改善事項 

情報共有 

【チェックシートとりまとめ】 

良好事例、気付き事項、改善事項 

【気づき、改善事項集約】 

・改善内容検討、反映（自社）  
【良好事例集約】 

・共通の展開事例の検討 
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（７）これまでの主な改善例 

   これまでのⅠ型訓練において受けた気付き事項等に対する主な改善例を以下に示す。  

気付き事項等 改善内容 

・クリティカルパラメータを決めたような発話はなかっ

たが、原子炉パラメータ、格納容器パラメータを監視し

適宜報告がされていた。 

重要パラメータはクリティカルパラメータとして設定し監視強

化を行うことを勉強会資料に反映するとともに、関係者へ周知し

た。 

・パラメータ（水位：ＴＡＦ／炉心損傷、Ｓ／Ｐ温度等）

の推移について、評価の都度、中央制御室と共有した方

が良い。 

緊急時対策所においてＴＡＦ到達時刻等を評価する都度中央制

御室と共有する運用に見直し、関係者へ周知した。 

・作業等の依頼はされているが、作業終了見通しを把握で

きていない。 

復旧戦術の進捗状況、計画班が行う炉心損傷予測など重要な情報

については、号機班が適宜、電話により情報共有することを周知

するとともに、別のプレーヤーが参加するⅠ型訓練（同一のシナ

リオ）にて改善状況を確認した。 

・ＴＡＦや炉心損傷開始の予測時刻が本部、MCR相互の情

報共有が不足していた。 

事象進展のポイントとなる予測時刻について、ＭＣＲへの状況共

有が不足している部分があったため、本部／ＭＣＲ間で情報連携

を密に行うよう、マニュアルを再確認する旨、関係者へ周知した。 

・緊急時対策所の指揮者は、当直長から地震後の状況連絡

を受けた際に火災発生の有無を確認しなかった。 

地震発生後の対応事項として、火災発生の有無を中央制御室に確

認することをマニュアルへ反映するとともに、関係者へ周知し

た。 

・ＣＯＰを活用した定期的なプラント状況、対応戦略、対

応状況の共有が少ない。 

ショートブリーフィングを多用し、ＣＯＰを活用してプラント状

況、対応戦略、対応状況の共有を行うことをマニュアルへ反映す

るとともに、関係者へ周知した。 

以 上
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４．Ⅱ型訓練結果概要 

 

（１）実施概要 

 ①実施日 

  令和 4年 4月 21 日 北海道電力 泊発電所 

  令和 4年 4月 27 日 東北電力 女川原子力発電所 

 ②実施内容 

  可搬型設備による電源供給訓練（放射線防護具着用、悪天候作業） 

  ・可搬型設備を出動させ、ケーブル展張、接続を行い、電源供給を行う。 

  ・両訓練では、以下の不測事態を発生させ、その対応を観察する。 

  ［泊発電所］ 

 可搬型代替電源車のエンジン始動時、バッテリ上がりにより、エン

ジン始動不可 

 可搬型代替電源車を移動中、凍結路面によりスリップし、走行不能 

  ［女川原子力発電所］ 

 電源車までの移動中に作業員 1名が凍結路面で転倒し、作業継続困

難 

 電源車起動後、発電機がトリップし、電源供給不能 

 ③訓練実施体制   

 泊発電所 女川原子力発電所 

訓練者 現場実動：3名 

・ＳＡチーム長 1名 

・ＳＡチーム員 2名 

 

発電課長（当直）：1名 

現場実動：10 名 

・現場指揮者１名 

・作業者 9名 

 

対策本部：1名 

訓練 

評価者 

各社から、電源接続作業担当

者等の複数名 

（WG において作成したⅡ型訓

練観察チェックシートによ

り評価） 

同 左 
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（２）訓練評価の流れ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○評価実施事業者（事業者） 

泊発電所：事業者（6 名：東北、中部、北陸、関西、九州） 

 女川原子力発電所：事業者（2名：北海道、中国） 

①訓練実績整理（チェックシート作成） 

 

○訓練実施事業者（北海道、東北） 

 

 

必要に応じ事実確認 

 

○全 事 業 者 

 

（現在、各事業者において検討中） 

改善内容検討、反映（北海道、東北は自社以外） 

②評価・改善 

③展 開 

良好事例  気付き・改善事項 

情報共有 

【チェックシートとりまとめ】 

良好事例、気付き事項、改善事項 

【気付き・改善事項集約】 

・改善内容検討、反映（自社） 

【良好事例集約】 

 

改善事項等に対する 

各社良好事例 
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（３）Ⅱ型訓練において観察された良好事例等 

 

 ①良好事例 

分類 取り入れ（各社の水平展開）事例候補 

手順 

・写真を用いた手順書を作成し、作業内容を理解・伝達の向上を

図る。 

・作業ステップ毎に要員を集合させ、次の作業内容を説明、指示

していた。また、要員からの作業終了報告受領後、指示した作

業の結果をチェックする。 

作業管理 

・作業ステップ毎に、作業経過時間を共有する。 

・設備の運転音が大きく、発話内容が伝わりにくい場合には、ホ

ワイトボード等を活用し伝達する。  

・ケーブル敷設時から高圧接続箱に向けて、各相の色を合わせ

て敷設する。また、ケーブルの余長を吸収するためスネーク

敷設を実施する。 

作業安全 

・定期的に放射線防護装備に異常が無いことを確認する。 

・電源車の移動の際に誘導者は電子ホイッスルを使用し、手を挙

げて確実に誘導する。 

・ケーブル充電中はケーブル敷設場所への立入禁止処置を行う。                              
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 ②気付き・改善事項 

分類 取り入れ（各社の水平展開）事例候補 

作業管理 

・どの通信手段を使用するのか、ＴＢＭで確認する。  

・ケーブル敷設中に作業を中断する場合は、ケーブル接続部の異

物混入・損傷防止のための末端保護を実施する。  

作業安全 

・ＴＢＭの体調確認は、一時的にマスク（不織布／布等）を外し

て顔色を確認する。  

・ケーブル敷設時、躓きによる転倒災害防止のため、ねじれがな

いことを確認する。 

・放射線下作業でもゴム手袋の上から軍手等を着用する等、作業

性を考慮する。  

・タイベックフードと面体の養生を確実に行い、相互確認する。 

・作業環境下で災害が発生した場合は、再発防止のため注意喚起

や声掛けを行う。    

 

（４）今後の対応 

①今回訓練において得られた良好事例、気付き・改善事項について、全事業者

において改善内容の検討、反映を実施する。 

②令和４年度中の各発電所の任意の訓練（可搬型設備による電源供給に係るも

の）において、今回Ⅱ型訓練で使用したチェックシート、上記（３）の良好

事例、改善事項を参考にして訓練を実施する。 

③他社の現場対応について、自社対応との違い、良好点を認識することは、当

該自社対応の改善に有効であることから、上記②により実施される訓練に現

場担当者が訓練視察（評価）者として参加に努めるとともに、評価者におい

ては特定の社に偏らないよう配慮する。 

④上記①～③については、次回以降のWGで各社の対応状況を確認していく。 

 

以 上 

 



 
令和４年度訓練実施方針 

令和４年７月２１日 
訓練シナリオ開発ＷＧ 

１．Ⅰ型訓練実施方針 
(1) 令和３年度に引き続き、「令和４年度Ⅰ型訓練シナリオ」を開発し、訓練を実施する。なお、訓練実施時期

については、シナリオ作成期間、他訓練の実施時期との重複を考慮し、今後検討する。＜継続＞ 
(2) 訓練シナリオ、訓練実施方法については次の点を考慮する。＜継続＞ 

・指揮者の臨機の対応能力向上、判断能力の向上につなげるため、訓練方法はシミュレータを使用したマルチエ
ンディングを基本とする。また、想定事象（シナリオ）選定に当たっては、炉心損傷防止を目指すシナリオに限ら
ず、炉心損傷後の格納容器破損防止を目指すシナリオも考慮する。 

・訓練シナリオの選定、訓練・評価方法については、発電所の負担軽減のために既存の枠組みの活用も視野に
入れ、効率性・実効性を考慮する。 

(3) 「令和３年度Ⅰ型訓練シナリオ」については、次の通り実施する。＜見直し＞ 
PWR：○原則令和４年度中に、九州電力、四国電力、関西電力で実施する。 

○上記以外の社においては、原則令和５年度末までに自社等のシミュレータ用にカスタマイズし、当該
シナリオによる訓練の実施に努める。 

BWR：○原則令和４年度中に、東北電力、東京電力ホールディングス、中国電力、日本原子力発電で実
施する。なお、東北電力、東京電力、中国電力及び日本原子力発電は、訓練実施済みであり、
今後、他社によるビデオ評価等の結果から良好事例、改善事項のとりまとめを実施する。 

○上記以外の社においては、原則令和５年度末までに自社等のシミュレータ用にカスタマイズし、当該
シナリオによる訓練の実施に努める。 

(4) 他社の中央制御室や緊急時対策所の対応について、自社対応との違い、良好点を認識することは当該自社
対応の改善に有効であることから、上記(3)により実施される訓練に中央制御室や緊急時対策所の要員となる
者が訓練視察者もしくは評価者として参加に努めることとする。＜継続＞ 

 
２．Ⅱ型訓練実施方針 

(1) 令和３年度に引き続き、各発電所に共通の実動訓練テーマを複数発電所で行い、それらを相互評価するこ
とで、良好事例、改善事項を抽出する。＜継続＞ 

(2) 令和４年度中の各発電所の任意の訓練において、令和３年度のⅡ型訓練で使用したチェックシート、上記
（１）の良好事例、改善事項を参考にして訓練を実施する。＜継続＞ 

(3) 他社の現場対応について、自社対応との違い、良好点を認識することは当該自社対応の改善に有効であるこ
とから、上記(2)により実施される訓練に現場担当者が訓練視察者もしくは評価者として参加に努めるとともに、
評価者においては特定の社に偏らないよう配慮する。＜見直し＞ 

 
３．その他 

(1) 令和４年度は原子力規制庁の運営による訓練シナリオ開発ワーキンググループを実施する。＜継続＞ 
(2) 事業者主体の訓練シナリオ開発ＷＧへ向けた詳細な検討を行う。＜継続＞ 
(3) Ⅰ型訓練及びⅡ型訓練の実施にあたっては、新型コロナウィルス感染症対策を考慮した訓練の実施方法

（他社の訓練評価はビデオによる評価など）を検討する。＜継続＞ 
以 上 

別添３―２ 


